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平成１８年３月１５日 制定

佐 賀 大 学 憲 章
佐賀大学は、これまでに培った文、教、経、理、医、工、農等の諸分野にわたる
教育研究を礎にし、豊かな自然溢れる風土や諸国との交流を通して育んできた独
自の文化や伝統を背景に、地域と共に未来に向けて発展し続ける大学を目指して、
ここに佐賀大学憲章を宣言します

魅力ある大学
目的をもって活き活きと学び行動する学生中心の大学づくりを進めます

創造と継承
自然と共生するための人類の「知」の創造と継承に努めます

教育先導大学
高等教育の未来を展望し、社会の発展に尽くします

研究の推進
学術研究の水準を向上させ、佐賀地域独自の研究を世界に発信します

社会貢献
教育と研究の両面から、地域や社会の諸問題の解決に取り組みます

国際貢献
アジアの知的拠点を目指し、国際社会に貢献します

検証と改善
不断の検証と改善に努め、佐賀の大学としての責務を果たします



学長から皆さまへ

本学は、これまで大学の三つの使命である教育、

研究、社会貢献の全学的・組織的な取り組みの強化

とこれを支える大学の経営に対する意識改革の推進

の２つの観点から、大学改革を進めてきました。

また、佐賀大学憲章にも謳っていますが、本学は、こ

れまで培ってきた様々な分野にわたる教育研究を礎にし、

豊かな自然あふれる風土や諸国との交流を通して育んできた独自の文化や伝統を背景に、

地域と共に未来に向けて発展しつづける大学を目指しています。

しかしながら、国立大学法人を取り巻く環境は益々厳しいものとなってきており、国

からの予算も年々減額されています。さらに、人件費を含む経費削減の実施や安定した

自己収入の確保など一層の経営努力が求められております。

このような中、活気に満ちた教育・研究活動、すなわち学生中心の大学にふさわしい

洗練された教育の提供と地域・国際社会に開かれた特色ある研究・社会貢献活動を展開

していくためには、本学を支えてくださる皆様にその活動についてご理解いただくこと

が不可欠と考えています。

このたび、第１期中期目標期間の最終年度となる平成２１事業年度決算を踏まえ、佐賀

大学を支えてくださる様々な皆様に、本学の教育研究活動をできるだけわかっていただ

けるよう、本レポートを作成いたしました。
い ま これから

本学の財務からみた「現状」 そして、佐賀大学の「未来」につきまして、皆様によ

り深くご理解いただくとともに、さらなるご支援を賜りますよう心よりお願い申し上げ

ます。
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「財務レポート２０１０」発行にあたって

活気に満ちた教育・研究活動を展開していくためには、どの

ように財源を安定的に確保していかなければならないのか？

それを国民の皆さまに明らかにするのが本レポートの主旨です。

国立大学法人は国民の税金で賄われている公共的な存在です。

国民その他利害関係者に大学の運営状況を説明する責任があります。

また、法人化に伴い、上場企業と同様、事業年度ごとに財務諸表を作成・公表すること

が義務付けられています。財務上も法人の運営が安定していることを示すためです。

今回のレポートは、平成２１年度の財務諸表（貸借対照表、損益計算書および利益の処

分に関する書類など）を中心に作成しており、本学の財務内容や附属病院などの業務損

益の状況を説明します。さらに、この年度は第１期中期目標期間の最終年度でもありま

すので、当該期間全体の財務状況や年次推移なども示します。

とはいえ、本学の財務を取り巻く社会状況は厳しいものがあることも今回のレポート

でご理解いただきたいと思います。たとえば、本学の業務運営を支える運営費交付金は

年々減少しています（平成２１年度の交付額は平成１６年度と比べると約４億４千万円も削

減）。この運営費交付金の減少を補うためには、安定した自己収入の確保と業務コスト

削減が欠かせません。外部資金の獲得・増加も不可欠です。また、地域に高度な医療を

提供している附属病院の再開発の財源を確保できるよう、更なる経営改善も求められて

います。

厳しい経済環境は続いておりますが、本学は地域社会に高等教育機会を提供する社会

的責任を担う地方国立大学の原点に立ち帰り、高等教育の質の向上と高度専門人材の育

成に一層励んでまいります。また、このように教育事業に専心していることを、地域の

方々や産業界をはじめとする国民の皆さまにもご理解いただき共感を得られるよう努力

していく所存です。
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佐賀大学は、活気に満ちた教育・研究活動、

すなわち学生中心の大学にふさわしい洗練さ

れた教育の提供と地域・国際社会に開かれた

特色ある研究・社会貢献活動を展開し、佐賀

大学憲章において宣言した、地域と共に未来

に向けて発展し続ける大学を目指すことによ

り、個性と特色を持った「佐賀の大学」とし

て確固たる地位を確立する

このため、すべての構成員が英知を結集す

るとともに、その総合力を最大限に発揮でき

る大学づくりを目指す

「佐賀大学中長期ビジョン（２００８－２０１５）」より
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平成２１事業年度の決算から読みとれる、本学の資産や負債などの財務

状況や附属病院などの業務損益の状況を説明します。

ここでは、利益処分や貸借対照表および損益計算書の

前年度との比較などが中心となります。

平成２１年度財務概要
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作成が必要な財務諸表

貸 借 対 照 表 貸借対照表日における財政状態を表示

損 益 計 算 書 一会計期間の運営状況を表示

キャッシュ・フロー計算書 一会計期間のキャッシュ・フローの状況を活動区分別に表示

利益の処分又は損失の処理
に関する書類 当期未処分利益の処分又は当期未処理損失の処理内容を表示

国立大学法人等業務実施
コスト計算書 一会計期間の業務実施コストを一元的に集約して表示

附 属 明 細 書 貸借対照表および損益計算書の内容を補足

添付書類

事 業 報 告 書 法人の状況に関する重要事項を記載

決 算 報 告 書 予算の執行状況を表示

平成２１事業年度における財務諸表作成上の変更点等

１．「金融商品に関する会計基準」および「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」等の適用に伴う
財務諸表等への注記（追加情報）が必要なもの

２．法人化移行時における固有の会計処理等に起因する利益発生の理由などの注記が必要なもの

◇ 国立大学法人法は、財政状況や運営状況に関する説明責任を果たすなどの観点から、上場企業と同様の財務諸表
の作成・公表を義務付けされます。

◇ 財務諸表等は、監事による監査を受け、さらに会計監査人の監査を受けることが必要です。

◇ 財務諸表は、文部科学大臣に提出されます。同大臣は国立大学法人評価委員会の意見を聞いたうえでこれを承認
する仕組みとなっています。

ー 制度改正（会計基準の改正等）によるもの －

国立大学法人等の会計処理は、国立大学法人法施行規則第１３条において、原則として企業会計原則によるもの
とされており、平成２１年度より民間企業において適用される会計基準等については、本学としても取り扱いを定
めるとともに、財務諸表の注記事項として開示しています。
なお、本会計基準等の適用は、開示目的であり、損益、資産、負債の増減には、影響ありません。

国立大学法人等には、発生主義の適用に加え、法人移行時における固有の会計処理等に起因する、現金の剰余
に結びつかない多額の利益が発生しています。このため、財務諸表の利用者の判断に際し誤解を与える一因とも
なっている恐れがあることから、それら利益のうち、「一定の項目」は、その内容および金額を継続して財務諸
表に注記することが必要であり、本学としても今回から財務諸表の注記事項に記載しています。

国立大学法人における「財務諸表」の作成
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利 益 剰 余 金 の 年 次 推 移 （ 平 成１６年 度 ～ 平 成２１年 度 ）
※金額は、百万円未満切捨て表示のため、合計額が一致しない場合があります。

本学の平成２１年度の決算における総利益は約１５億５千万円で、既存の目的積立金等を含む利益剰余金
の合計は、４９億７千５百万円となっています。
このうち中期目標期間に使用しなかったもの（退職手当等）は、国庫に納付することとなっており、

当期間（平成１６年度～平成２１年度）では、約４億６千９百万円を納付しています。
なお、総利益のうち、会計上の概念的な利益（現金の裏付けのない分）の約４５億６百万円は、次期事
業期間（第２期中期目標期間）へ繰り越しています。

当期未処分利益のうち、積立金相当額は会計上の概念的な利益（現金の裏付けがないもの）として、翌年度以降に
積み立てられています。（上述の４５億６百万円の内数）
また、目的積立金については、平成１６年度から平成２１年度までの間において４１億３２百万円を積立てており、うち３７

億４５百万円を計画的に設備整備や建物改修などの事業に計画的に充て、現金の裏付けのない３億８７百万円（上述の４５
億６百万円の内数）を次期中期目標期間に繰り越しています。

「会計上の概念的な利益」の説明は、資料編（５８ページ）をご覧ください。

▲ ▲ ▲

※ 本学の平成２１事業年度の財務諸表等は、資料編（５２ページ）に掲載しています。

また、平成１６年度～平成２１年度の各事業年度財務諸表等は、本学ホームページにも掲載しています。

⇒http://www.saga-u.ac.jp/koukai/kokaizaimu.html

平成２１年度利益処分

平成２１年度の財務状況（利益処分）

平成２１年度決算における当期総利益は１５億５千万円
（平成２０年度と比べて約３億円の減）
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「貸借対照表」は、平成２１年度末における財務の状態を表したものです。
資産は前年度比で２９億４２百万円増加の８０７億３３百万円、負債が同じく２０億２２百万円増加の２３７億８４百万円、純資産

についても同じく９億２０百万円増加の５６９億４９百万円となっています。
※金額は、表示単位未満切捨てのため、合計額が一致しない場合があります。（以下同じ）

（単位：百万円）

科 目 平成２０年度末 平成２１年度末 科 目 平成２０年度末 平成２１年度末
資産の部 ７７，７９１ ８０，７３３ 負債の部 ２１，７６２ ２３，７８４
＜固定資産＞ ６５，１８８ ６９，１８３ ＜固定負債＞ １３，３７７ １４，５８７
土地 ３９，５８７ ３９，６４０ 資産見返負債 ６，２５４ ７，９０９
建物等 １４，７２４ １６，３２９ 借入金等（１年以上） ５，７６６ ５，０６０
機械備品 ６，１０４ ８，３６８ 長期未払金 １，３５６ １，６１７
図書 ４，４６６ ４，５００ ＜流動負債＞ ８，３８４ ９，１９７
美術品、船舶・車両等 １５６ １６５ 運営費交付金債務 ９６１ ０
その他（特許権等） １５０ １７９ 寄附金債務、前受金等 １，７３４ １，９２９

＜流動資産＞ １２，６０２ １１，５５０ 借入金（１年以内） ６６７ ７０６
現金・預金 ９，７６５ ８，５７７ 未払金等 ４，８７４ ６，５０３
未収学納金収入等 ４０ ３５ その他 １４６ ５８
未収附属病院収入 ２，２３０ ２，５９２ 純資産の部 ５６，０２９ ５６，９４９
有価証券 ２２０ ０ 資本金 ４７，３６０ ４７，３４５
たな卸資産、医薬品等 ２５０ ２５５ 資本剰余金 ２，５０１ ４，６２８
その他 ９５ ８９ 利益剰余金 ６，１６７ ４，９７５

（目的積立金） １，９３７ ３８７
（積立金） ２，３７１ ３，０３７
（当期未処分利益） １，８５９ １，５５０

その他固定資産�
  344百万円《0.4％》�

その他流動資産�
2,972百万円《3.7％》�

資産・負債・純資産の状況

貸借対照表（Ｈ２２．３．３１現在）

概略《構成比》

※《 》は、資産については資産の部に占める割合を、負債・純資産については負債・純資産の部の合計に占める割合をそれぞれ示し

ています。

平成２１年度の財務状況（貸借対照表）
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（ ）書きは、対前年度増減額および増減比率を表しています。主な増減要因等

第１期中期目標期間中の推移は、４０ページをご覧ください。

▲ ▲ ▲

【資産の部】 ～８０７億３千万円（２９億４千万円増）～

固定資産

６９１億円
（３９億９千万円、６．１％増）

【土地】３９６億４千万円（５千万円増）
・道路拡張に伴う売却による減少（△３千万円減）
・本庄キャンパス隣接土地購入による増加（８千万円）

【建物・構築物】１６３億２千万円（１６億円増）
・総合研究棟、附属学校、教養大講義室の改修への投資など（２４億７千万円増）

【機械備品】８３億６千万円（２２億６千万円増）
・質量分析装置等の教育研究設備、迅速検査・治療システム等の診療（医療）用設
備の更新など（３４億７千万円）

流動資産

１１５億円
（△１０億５千万円、△８．４％減）

【現金】８５億７千万円（△１１億８千万円減）
・目的積立金などによる事業実施増加による減

【有価証券】０円（△２億２千万円減）
・譲渡性預金が満期解約となったことによる減

【負債の部】 ～２３７億８千万円（２０億２千万円増）～

固定負債

１４５億円
（１２億円、９．０％増）

【資産見返負債】７９億円（１６億５千万円増）
・質量分析装置などの償却資産取得による増

【国立大学財務・経営センター債務負担金】３７億８千万円（△５億１千万円減）
・償還による減

【長期借入金】１２億７千万円（△１億９千万円減）
・平成２０年度借入の臨床検査総合システムなどの償還が開始されたため

【長期未払金】１６億１千万円（２億６千万円増）
・学術情報基盤システムなどの更新によるリース債務等の増加

流動負債

９１億円
（８億１千万円、９．７％増）

【運営費交付金債務】０円（△９億６千万円減）
・中期目標期間最終年度における精算等のため残額を全て収益化
※中期目標期間の最終年度までに使用しなかった運営費交付金（債務）は、臨時収
益に振り替えた後、国庫に納付することとなっています。

【未払金】６４億７千万円（１７億円増）
・施設改修や大型機器購入の３月納品・検収の４月支払分の増加

【純資産の部】 ～５６９億４千万円（９億１千万円増）～

資本金（政府出資金）

４７３億円
（△１千万円、△０．０３％減）

・土地売払代納付による政府出資金の減
※国から出資された土地（重要財産）を売却した場合、売却額の２分の１を納付し、
政府出資金を減少させることとなっています。

資本剰余金

４６億円
（２１億２千万円、８５．１％増）

・損益外減価償却が増加した一方、目的積立金および施設費による固定資産の取得
が増加したため
※国から出資された建物等は、減価償却に見合う収益の獲得が見込めないため、減
価償却を損益に反映させず、純資産の部の資本剰余金から控除する取扱いとなっ
ています。

利益剰余金

４９億円
（△１１億９千万円、△１９．３％減）

【目的積立金】３億８千万円（△１５億４千万円減）
平成２０年度以前に発生した利益で、文部科学大臣による経営努力認定後に積み立て
たもののうち、執行残額

【積立金】３０億３千万円（６億６千万円増）

【当期未処分利益（当期総利益）】１５億５千万円（△３億円減）

（貸借対照表）
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「損益計算書」は、平成２１年度における財務運営状況を表したものです。
経常費用は前年度比１５億円の増加で２９６億円、経常収益は同じく４億円の増加で３０３億円です。
この差額に臨時損益等を加えた当期総利益は前年度比３億円減の１５億円となっています。
※金額は、表示単位未満切捨てのため、合計額が一致しない場合があります。（以下同じ）

（単位：百万円）

科 目 平成２０年度 平成２１年度 科 目 平成２０年度 平成２１年度
経常費用 ２８，１６４ ２９，６６４ 経常収益 ２９，９１２ ３０，３７１
教育経費 １，５３６ １，８７３ 運営費交付金収益 １０，９８８ １０，７４５
研究経費 １，３４５ １，４７７ 授業料等収益 ４，１９２ ３，５８３
診療経費 ６，８５５ ７，８５３ 附属病院収益 １２，６８１ １３，５４９
教育研究支援経費 ４９４ ５３３ 受託研究・寄附金等収益 １，５０１ １，８３６
受託研究費等 ６６６ ６２７ 資産見返負債戻入※ ３８５ ４４５
人件費 １６，２７６ １６，２４３ その他 １６３ ２１０
一般管理費 ７５３ ８４４
財務費用 ２２６ ２１１
雑損 ８ ０

経常利益 １，７４８ ７０７
臨時損失 ７１ ３０ 臨時利益 ５３ ４４８
当期純利益 １，７３０ １，１２５ 目的積立金取崩額 １２９ ４２５
当期総利益 １，８５９ １，５５０ ※資産見返負債戻入：運営費交付金等で取得した償却資産の減価償却

の都度、同額を資産見返負債から振り替えています。

※《 》は経常費用、
経常収益に占める
割合を示しています。

費用・収益の状況

損益計算書（Ｈ２１．４．１～Ｈ２２．３．３１）

概略《構成比》

�運営に要した費用（費用の部）を見ると、大学の教育・研究・診療等を行うための人件費が５割強を占めています。

�運営で得た収益（収益の部）は、国からの交付金が約４割弱を占め、残りが自己収入などとなっています。

平成２１年度の財務状況（損益計算書）
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（ ）書きは、対前年度増減額および増減比率を表しています。主な増減要因等

第１期中期目標期間中の推移は、４２ページをご覧ください。

▲ ▲ ▲

【経常費用】 ～２９６億６千万円（１５億円増、５．３％増）～

教育研究経費
－教育研究支援経費含む－

３８億８千万円
（５億円、１５．０％増）

【教育経費】１８億７千万円（３億３千万円増）
・補助金や目的積立金などを財源とする備品費や修繕費の増加

【研究経費】１４億７千万円（１億３千万円増）
・補助金や目的積立金などを財源とする備品費や修繕費の増加

診療経費

７８億５千万円
（９億９千万円、１４．６％増）

【診療経費】
・手術件数増加に伴い診療材料等も増加

受託研究費等

６億２千万円
（△３千万円、△５．８％減）

【受託研究費等】５億円（１千万円増）
・受入額増加に伴う研究費等の増加

【受託事業費等】１億１千万円（△５千万円減）
・受託事業から補助金事業への変更による減少

人件費

１６２億４千万円
（△３千万円、△０．２％減）

【教員人件費】８７億円（△４億２千万円減）
・退職手当の支給減少。

【職員人件費】７３億８千万円（３億２千万円増）
・教育研究支援者雇用の増加
・医療体制等充実強化のためのコ・メディカルスタッフおよび特定看護師の雇用の増加
・退職手当の支給対象者の増加

一般管理費、他

１０億５千万円
（６千万円、６．９％増）

【一般管理費】８億４千万円（９千万円増）
・備品費や修繕費の増加

【経常収益】 ～３０３億７千万円（４億５千万円増、１．５％増）～

運営費交付金収益

１０７億４千万円
（△２億４千万円、△２．２％減）

・退職手当の支給対象者数の減少
・承継剰余金の過不足調整での減少

授業料等収益

３５億８千万円
（△６億円、△１４．５％減）

【授業料収益】２９億４千万円（５億９千万円減）
・徴収対象者の減少
・固定資産取得増加による収益額の減少

【入学料収益・検定料収益】６億３千万円（△１千万円減）
・志願者（検定料徴収対象者）や入学者（入学料徴収対象者）の数が減少

附属病院収益

１３５億４千万円
（８億６千万円、６．８％増）

・高度な手術件数の増加や医療体制等の充実強化などに伴う診療報酬単価の増加

受託研究・寄付金等収益

１８億３千万円
（３億３千万円、２２．３％増）

【補助金収益】５億２千万円（３億７千万円増）
・大学改革推進等補助金、設備整備費補助金などの交付額増による増加

【経常利益（経常収益－経常費用）】 ～７億円（△１０億４千万円減、△５９．９％減）～

臨時損益等
～臨時利益ー臨時損失
＋目的積立金取崩～

８億４千万円

【臨時損失】３千万円（△４千万円）
・改修工事等に伴う固定資産の除却

【臨時利益】４億４千万円（３億９千万円）
・第１期に使用しなかった運営費交付金等の精算のための収益化など

【目的積立金等取崩】４億２千万円（２億９千万円）

（損益計算書）

当期総利益（経常利益＋臨時損益等）

１５億５千万円（△３億円、△１６．６％減）
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附属病院の費用および収益の額は、それぞれ本学全体の４０％以上を占めています。セグメント情報としてその内
容を個別に開示する義務があります。
附属病院セグメントにおける業務費用は１４８億７千万円（前年度と比較して１２億３千万円の増）。業務収益は１６１

億９千万円（９億７千万円の増）。この結果、業務損益は１３億１千万円となりました。
主な増加要因としては、高度な手術件数の増加や医療体制等充実強化のためのコ・メディカルスタッフおよび特

定看護師の雇用の増加などによる費用の増加とこれに伴う収益の増があげられます。
また、附属病院における人件費は、従来、運営費交付金の算定における帰属の取り扱いとしていましたが、「国
立大学法人会計基準」および「国立大学法人会計基準注解」に関する実務指針の改訂により、前事業年度より勤務
実態による計上としています。
※金額は、表示単位未満切捨てのため、合計額が一致しない場合があります。（以下同じ）

（単位：百万円）

科 目 平成２０年度 平成２１年度 科 目 平成２０年度 平成２１年度
業務費用 １３，６４３ １４，８７５ 業務収益 １５，２１６ １６，１９１
教育経費 ３３ ４９ 運営費交付金収益 ２，３２７ ２，３３０
研究経費 ５２ ６６ 附属病院収益 １２，６８１ １３，５４９
診療経費 ６，８５５ ７，８５３ 受託研究・寄附金等収益 １６１ ２３０
受託研究費等 １１０ ９７ 雑益 ４７ ８１
人件費 ６，２１４ ６，４３２
一般管理費 １５５ １６８
財務費用 ２２２ ２０７

業務損益 １，５７３ １，３１６

ポイント

費用・収益の状況

業務損益（Ｈ２１．４．１～Ｈ２２．３．３１）

本学の附属病院では、平成１８年度以降、経営改善係数の適用による運営費交付金は措置されて
いません。

地域の中核医療機関として患者さま・医師に選ばれる病院を目指して、地域医療への貢献、救急医療の充実、高
度医療技術の研究開発、よき医療人の育成を目標としており、このような中で看護体制の整備やコ・メディカル職
員等の柔軟な配置、設備等の充実により、さらなる医療の質の向上を図るなど、引き続き経営の安定に向けて取り
組んでいます。（主な取り組み状況は、３０ページをご覧ください）
さらに、今後予定している附属病院の再整備計画に伴う影響等を踏まえながら、中・長

期的な収支の見通しと、より一層の財政基盤の確立が必要と考えています。

医学部附属病院のHP：http://www.hospital.med.saga-u.ac.jp/hp/top.html

【医学部附属病院の再整備】

本院では、より一層地域医療へ貢献し、質の高い医療の提供を
確実に行っていくため、医学部附属病院の再整備を計画しています。
本計画では、地域の基幹病院としてのスペースの確保、質の高

い医療を目指した中央診療機能の拡充および病棟機能の向上、ス
タッフの教育や研修機能を強化して職員の資質の向上を目指して
います。
再整備には多額の事業費が必要となりますので、医学部附属病

院では、収入の増加や経費の削減のための経営改善、計画的な設
備の整備などの取り組みを行っています。

セグメント情報（医学部附属病院）

附属病院再整備後の完成予想図
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海洋エネルギー研究センターは、全国共同利用施設であり、一定程度の独立性が認められることから、平成２０事
業年度決算より、セグメント情報としてその内容の開示を行うこととしています。
業務費用は３億２千万円で前年度と比較して３千万円の増、業務収益は２億９千万円で同じく３千万円の増とな

り、業務損益は△３千万円となりました。
主な増減要因は、費用・収益ともに補助金措置による教育研究支援者の雇用増によるものなどがあげられます。
※金額は、表示単位未満切捨てのため、合計額が一致しない場合があります。（以下同じ）

（単位：百万円）

科 目 平成２０年度 平成２１年度 科 目 平成２０年度 平成２１年度
業務費用 ２９３ ３２９ 業務収益 ２６６ ２９６
教育経費 ０ １ 運営費交付金収益 ２０２ ２０３
研究経費 １０８ １３０ 受託研究・寄附金等収益 ５７ ８４
受託研究費等 ５４ ５５ 雑益 ６ ８
人件費 １２９ １４０
一般管理費 ０ １

業務損益 △２７ △３３

ポイント

費用・収益の状況

業務損益（Ｈ２１．４．１～Ｈ２２．３．３１）

本センターは、これまで海洋エネルギーに関する研究を広く推進するために、共同利用・研究
を実施（Ｈ２１共同研究２５件採択・実施）しています。

また、これまでの成果の公開と評価、今後の展開についての意見交換や研究会などを開催するとともに、国際シ
ンポジウムを開催し、海洋温度差発電や波力発電に関する講演を行っています。これらの活動を踏まえ、平成２２年
４月からは「海洋エネルギーの創成と応用の先導的共同研究拠点」として共同利用・共同研究拠点に認定されてい
ます。本センターの活動については、２４ページもあわせてご覧ください。

海洋エネルギー研究センターのHP：http://www.ioes.saga-u.ac.jp/jp/index.html

セグメント情報（全国共同利用 海洋エネルギー研究センター）

毎毎年年「「海海のの日日」」ににちちななんんでで開開催催さされれるる
オオーーププンンララボボ（（施施設設見見学学会会））のの様様子子 浮浮体体型型波波力力発発電電装装置置のの模模型型

海海洋洋エエネネルルギギーー研研究究セセンンタターーのの外外観観３３００kkWW海海洋洋温温度度差差発発電電実実験験装装置置
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本学文化教育学部附属学校（園）には、小学校、中学校および特別支援学校ならびに幼稚園の４学校・園があり
ます。
附属学校・園は一定程度の独立性が認められることから、平成２０事業年度より、セグメント情報として、その内
容の開示を行うこととしています。
業務費用は１０億２千万円で前年度と比較して８千万円の増、業務収益は８億６千万円で６千万円の増となり、業
務損益は△１億６千万円となりました。
主な増減要因は、業務費用については、目的積立金を財源とした備品費や修繕費の増加、業務収益については、

補助金収益の増によるものなどがあげられます。
※金額は、表示単位未満切捨てのため、合計額が一致しない場合があります。（以下同じ）

（単位：百万円）

科 目 平成２０年度 平成２１年度 科 目 平成２０年度 平成２１年度
業務費用 ９３８ １，０２３ 業務収益 ８０１ ８６５
教育経費 １５３ ２６８ 運営費交付金収益 ７３５ ７６８
研究経費 ０ ０ 学生納付金収益 ９ ９
受託研究費等 ０ ０ 受託研究・寄附金等収益 ６ ２９
人件費 ７８４ ７５２ 雑益 ５０ ５８
一般管理費 ０ ２
財務費用 ０ ０

業務損益 △１３７ △１５８

費用・収益の状況

業務損益（Ｈ２１．４．１～Ｈ２２．３．３１）

附属学校・園の改革は、本学における大きな重要課題の一つです。「国立大学附属学校の新た
な活用方策等に関する検討とりまとめ（Ｈ２１．３．２６：文部科学省高等教育局大学振興課長事務連

絡）」における附属学校の活用方策においても、主に組織・制度、研究開発および予算・人事の改革が喫緊の課題
とされています。このような中で、本学では、「附属学校園を大学・学部の教育研究活動の実践の場として活用し、
教育委員会と連携しつつ、地域のモデル校として成果を地域に還元する」ことを第２期中期目標を掲げるとともに、
これを具体化するために４つの中期計画を策定し、それぞれのアクションプランを着実に遂行していくこととして
います。

文化教育学部附属学校のHP：http://www.saga-u.ac.jp/school/bunkyo/

ポイント

セグメント情報（文化教育学部附属学校・園）

（附属小学校：
遣唐使船乗船体験） （附属特別支援学校：運動会）

（附属中学校：
学年合唱「大地讃頌」を歌う）

（附属幼稚園：未就園児親子保育
参加「小さい子が来る日」で）
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運営費交付金�
35.2％�

学生納付金�
14.3％�

附属病院�
44.9％�

その他�
1.0％�

受託事業等�
4.6％�

運営費交付金�
35.4％�

学生納付金�
11.8％�

附属病院�
44.6％�

その他�
2.2％�

受託事業等�
6.0％�

財務諸表には、決算報告書の作成が義務付けられています。これは、原則として現金ベースで作成し、国の予算・
決算と同様の考え方のもとで執行状況を表示するものです。
また、国立大学法人の制度（会計基準）においては、損益計算書上の業務損益とこの収支決算が、必ずしも一致

するわけではありません。

収入・支出決算

収入決算の状況から

佐賀大学の法人としての収入の内訳は大きく分けると以下のとおりです。

�国から交付される資金等
運営費交付金収入、施設整備事業等収入

�大学の自己収入
学生納付金収入、附属病院収入、その他の収入

�外部資金
受託事業等収入（奨学寄付金を含む）、補助金事業等収入

大学の収入は、表１�のとおり施設整備事業収入＊１および目的積立金などの前年度からの繰越分を除けば約２９３
億円です。図１＊２のとおり運営費交付金収入、学生納付金収入、附属病院収入で全収入の約９５％を占めることとな
ります。これは、収益の構成内訳とほぼ一致しています。
国立大学法人の制度（会計基準）においては、「収入＝収益」として整理されるわけではありませんが、収入額

の増加に応じて、教育・研究活動や社会貢献が大きくなると理解してください。
＊１ 施設整備費補助金等は年度ごとの補助事業の金額が大きく変動するため、除外して記載しています。

（表１）収入額の内訳
（単位：百万円）

科 目 平成２０年度 平成２１年度

運 営 費 交 付 金 収 入 １０，２８２ １０，３３８

学 生 納 付 金 収 入 ３，９７０ ４，１８７

附 属 病 院 収 入 １２，４８０ １３，１５６

そ の 他 １７５ ２８５

小 計 � ２６，９０７ ２７，９６８

産学連携等研究収入及び寄付金収入等� １，２９１ １，３６２

計�＝�＋� ２８，１９８ ２９，３３０

（ 参 考 ）施 設 整 備 事 業 等 収 入 １，８３４ １，００２

（ 参 考 ）補 助 金 事 業 等 収 入 ３９８ １，４７６

収入および支出決算〔収入決算〕

（図１）収入および収益＊２構成の比較

平成２１年度の収入構成

平成２１年度の経常収益構成

＊２ 収益額については、「費用・収益の状況」
（８ページ）を参照してください。
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支出決算の状況から

本学の法人としての支出は表１のとおり施設整備事業等を除き、３１２億円程度となっています。これは現金の支
出ベースですので、発生主義で費用を計上している損益計算書と比べると差額が出てきます。
差額が生じる主な要因は、損益計算書においては、
�償却資産の減価償却費が計上されていること
�人件費において引当金等が計上されていること
�長期借入金の債務償還経費が計上されていないこと（貸借対照表に影響）
などがあるからです。
施設整備事業等を除く＊１支出の内訳は、表１のとおり人件費の占める割合が４９～５７％を占めています。教育や研

究（受託事業等を含む）は約１０～１３％程度、診療経費が約３０％前後となっています。
国立大学法人の主な事業は、教育や研究、診療を行うことであり、これらの業務は人が主体として行われるもの

ですので、総じて人件費の占める割合は大きくなります。
しかし、この人件費についても節減目標が課せられ、限られた予算の中で、より効率的で効果的な業務の実施が

求められているところです。
一方で人件費以外の経費削減にも努めており、エコアクション２１の認証取得に向けた環境に配慮した取り組みの
なかで、光熱水料等の経費削減に取り組んできた結果、光熱水料については、平成２１年度の時点で法人化以前と比
較して、年間約△９千万円（△１２％減）の経費削減を達成しています。今後も引き続き、財務内容の改善に努めて
いくこととしています。
＊１ 施設整備費補助金等は、年度ごとの補助事業により金額が大きく変動するため、除外して記載しています。

（表１）支出額の内訳
（単位：百万円）

科 目
平成２０年度 平成２１年度

備考
金額

�に対す
る割合

金額
�に対す
る割合

教 育 経 費 １，０９６ ３．９％ ２，１８２ ６．７％
研 究 経 費 ９６７ ３．４％ １，２５４ ３．９％
診 療 経 費 ７，７９０ ２７．５％ ９，９９８ ３０．９％
教育研究支援経費 ５２３ １．８％ ８１４ ２．５％
一 般 管 理 費 ６８０ ２．４％ １，０７０ ３．３％
人 件 費 １６，０４８ ５６．７％ １５，８８２ ４９．１％

小 計� ２７，１０４ ― ３１，２００ ―
受 託 事 業 費 等 � １，１８９ ４．２％ １，１７７ ３．６％

計�＝�＋� ２８，２９３ １００．０％ ３２，３７７ １００．０％

（参考）施設整備事業等 １，８３４ ― １，００２ －
（参考）補助金事業等 ３９８ ― １，４７４ －

収入および支出〔支出決算〕

【参考】施設整備事業、補助金事業を含む平成２１年度の支出構成

注）受託事業等には、産学連携研究費、奨学寄附金による支出が含まれています。
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授業料免除などの
状況は？

色々な研究に
取り組んで

います

授業料や入学料の
額は？

患者・医師に選ばれる
病院を目指して

佐賀大学は、国民のみなさまに支えられ、また、国からの交付金等も

活用する一方で自己収入の増加に努め、学生中心の大学にふさわしい教

育の提供と地域・国際社会に開かれた特色ある研究・社会貢献活動を展

開しています。

また、平成２０年１月には「佐賀大学中長期ビジョン（２００８～２０１５）」

を大学改革の指針として打ち出し、第２期中期目標・中期計画（２０１０～

２０１５）を策定しました。

ここでは、本学の三つの使命（「教育」、「研究」、「社会貢献」）の全学

的・組織的な取り組みとこれを支える財政基盤の状況などについて、紹

介します。

�佐賀大学中長期ビジョン（２００８～２０１５） ⇒ http://www.saga-u.ac.jp/koho/2008vision1.html

�第２期中期目標・中期計画 ⇒ http://www.saga-u.ac.jp/koukai/mokuhyokeikaku.html

国民のみなさまにご負担
いただいているコストは？

公開講座の実施や
社会へ大学があげた
成果を情報発信

外部資金の受け入れの
状況は？

国から運営費交付金等を
受けています

教育の質を高めるための
様々な取り組み

産学官連携、寄附講座
などへの取り組み

佐賀大学から国民のみなさまへ
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平成２１年度末の資本金（政府出資金）は、４７３億４千万円

運営費交付金の６年間の交付額は、６５８億２千万円

施設費等の６年間の交付額は、４４億５千万円

国民のみなさま１人当りのコストは、約９８円

出資・承継

平成１６年度の法人化にあたって、国からの出資金として、４７３億６千万円を資本金に計上しています。内訳と
しては、土地や建物等の旧国有財産、財政投融資金等からの借り入れにより取得した資産と借入金との差額、ま
た、物品や債権等についても同様に承継しています。
なお、平成２１年度に隣接道路の拡張により土地の一部を売却したため、１５百万円を減資しています。

運営費交付金収入

国立大学の業務運営の財源として、運営費交付金（平成２１年度の交付額は、１０３億３千万円で本学の運営収入
の約３８％程度）が措置されています。この運営費交付金は、授業料や附属病院収入などの収入と教育、研究およ
び診療経費などの実施にかかる支出の差額として、次の区分により交付されています。
�一定のルールで、毎年効率化（△
１％）により、削減される基盤的な
部分

�各国立大学の個性に応じた意欲的な
取り組みに対して重点的に配分され
る競争的な部分等

�退職手当などの特殊要因として毎年、
算出される部分

�附属病院の経営改善（毎年２％ずつ
附属病院収入を増収）を前提として
配分される部分
また、本学の平成１７年度のように競

争的な部分の資金が多く獲得できれば
運営費交付金全体としては、多くの配
分となりますが、運営費交付金の基盤
的な部分は、原則的に削減（６年間の効率化累計：約△４億４３百万円減）されているため、本学ではこのような
実質的削減にも対応しつつ、業務運営にあたっています。

施設費等収入

建物の整備等の固定資産の取得や規模の大きな改修など施設整備に要する経費として、施設整備費補助金が交
付されています。また、営繕事業などの整備経費については、国立大学財務・経営センター施設費交付事業の制
度があります。
本学への施設費等は、平成１６年度以降の６年間に４４億５千万円が交付されています。
本学では、この施設費等と目的積立金を含む自己財源を合わせながら、中長期的な整備計画に基づく施設整備

を推し進めています。
主な施設改修の状況は、３６ページをご覧ください。

▲ ▲ ▲

皆さまにご負担いただいているコスト

大学の業務活動の中で、国民のみなさまにどれだけコスト負担いただいているかを明らかにするために「業務
実施コスト計算書」を作成しています。これは、損益計算書を基礎としつつ、国民のみなさまの負担とならない
本学の自己収入などを控除し、損益外処理や機会費用について加算して算定しています。
本学の平成２１年度業務実施コストは、約１２５億円で、国民総人口（Ｈ２１．１０．１現在：総務省統計局）による推

計人口１億２，７５１万人で割り戻すと、国民のみなさま各人にご負担いただいている額は約９８円となります。
本学としては、今後も自己収入の増加と業務コストの節減に努めることが必要と考えています。

業務実施コスト計算書の推移は、４５ページをご覧ください。

▲ ▲ ▲

国の財政投入など

運営費交付金収入の推移
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学生納付金は、標準額と同額に

授業料減免は延べ１，６９７人で、徴収対象額の６．８％に相当

※左記の授業料
減免者数は、
前・後期実施
の延べ人数で
す。

平成２１年度免除実績

区 分 学 部 大学院 計

授業料全額免除 １５６人 ６５人 ２２１人

授業料半額免除 １，０９６人 ３８０人 １，４７６人

入学料全額免除 ２人 ６人 ８人

入学料半額免除 ０人 ２１人 ２１人

佐賀大学公認のマスコットキャラクター

学生納付金収入

学生納付金収入は毎年約４０億円、本学の運営収入の１５％程度を占めており、本学の主要な収入の一つです。国
立大学法人における授業料、入学料および検定料は、「国立大学等の授業料その他の費用に関する省令」により
「標準額」（以下標準額）が定められていて、各法人が一定の範囲内で、決定することとなっています。
本学は、平成１７年度から平成１９年度までの間、学部・大学院の授業料を全国で唯一、標準額を下回る水準に維

持してきました。
これは、節減の取り組みや他の収入増が見込まれると判断していたからですが、経費節減の取り組みには限界

がありました。教育の質の低下を招くことのなく学生中心の大学づくりを進め、地域に根ざした高等教育機関と
しての役割を果たすためには、安定した財政基盤を維持しながら、教育レベルの向上や安全・安心な教育環境を
整備していく必要があると考えました。
このために最低限、標準額と同一の

水準とする必要があると判断し、平成
２０年度から同水準にまで戻しています。
なお、平成１８年度から段階的に授業
料の前納徴収を廃止してきましたので、
平成２０年度までの授業
料の収入実績は、一時
的に減少しています。

入学料・授業料免除

経済的理由で入学料または授業料の納付が困難で、かつ学業優秀と認められる学生には、納付を減免（全額ま
たは半額）する制度があります。特に平成２１年度については、昨今の経済状勢の悪化に鑑み、緊急経済対策とし
て、追加減免を実施しました。
なお、平成２１年度においては、入学料５２百万円、授業料２億５６百万円を減免しています。

佐賀大学の正式なマスコットキャラクターへの昇任を
果たしたカチガラスこと”カッチーくん”。
本学のいろんなイベントに参加していますので、みな

さんかわいがってね！

区 分 学 部 大学院

授業料
（年額）

５３５，８００円

入学料 ２８２，０００円
検定料 １７，０００円 ３０，０００円

“カッチーくん”

でーす�

学生納付金収入や免除制度

学生納付金収入の推移

学生納付金の単価
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学生の成長と未来を支える教育

本学は、「教育先導大学」を標榜し、２１世紀における知的基盤社会を支える豊かな教養と専門性を兼ね備えた
市民を育成するための教育を目指しています。限られた予算の中で、これを達成するためには、文部科学省の特
別教育研究経費による支援や大学改革推進等補助金などが欠かせません。ここでは、これらの経費や補助金を活
用した、本学の特色となる教育改革に関する事業の一部を紹介します。

【高齢者・障害者（児）の生活行動支援に関する学部間連携教育システムの開発】

特別教育研究経費（教育改革）平成１７～１９年度
事業費：１０９百万円（うち運営費交付金：９３百万円）
高齢者・障害者（児）の自立を科学的に支援する目的の新規複合領域

である生活行動支援学の標準化・体系化を行い、医学、看護学、理工学
などにおける生活行動支援学の教育システムを構築するものです。
システム開発後は、本事業で作成したテキストを用いながら主題科目

として引き続き開講し、佐賀大学全学部の学生１９２名（平成２２年度）の
学生が意欲的に学んでいます。また、インターネット中継によって、大
学コンソーシアム佐賀の科目として他の大学にも配信され受講されてい
ます。

【障がい者の就労支援に関する高等教育カリキュラムの開発～障がい者就労支援コーディネーター養成～】

特別教育研究経費（教育改革）平成２１年度（平成２４年度完成予定）
事業費：４０百万円（うち運営費交付金：３０百万円）
障害を持つ人々が働く意欲や動機づけを高め、自らの職業生活の方向

性を選択しキャリアアップし、生活の質を向上させていくことを社会全
体で支援することが求められている中で、上述の生活支援教育を生かし、
次代を担う学生へ就労支援の理念や効果を教授し、共生社会構築の原動
力となる人材の育成を行おうとするものです。高等教育機関において、
全国初となる障害者の就労支援を系統的に教育するモデルカリキュラム
の開発を行っています。

事業の取り組み内容は、本学HP：http://www.ofge.saga-u.ac.jp/leaflet_challenged_2010.pdf

【発達障害と心身症への支援に強い教員の養成】平成１９～２０年度

大学改革推進等補助金（専門職大学院等教育推進プログラム）
事業費：３３百万円
発達障害や心身症・不登校の児童生徒への対応や指導が学校の教育課題
となっています。これらの状態についての医学・心理・教育の高度の知識
に加え、質の高い対応力と指導力をもった通常の学校や特別支援学
校の教員を養成するために、文化教育学部と医学部附属病院とが連
携して、発達障害や心身症・不登校の児童生徒を対象とする臨床教
育実習を開発しました。
また、これらの取り組みを踏まえ、平成２２年度からは新たに文部

科学省の特別経費による支援を受けながら、全学部学生対象の「発
達障害・不登校及び子育て支援に関する医学・教育学クロスカリ
キュラムの開発」に着手しています。

事業の取り組み内容は、本学HP：http://smile.pd.saga-u.ac.jp/

学生の成長と未来を支える教育

“医工福祉連携”による動作解析と３次元モデル
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【大学教育サテライトネットワーク構築による地域創成型学生参画教育モデル開発事業】

特別教育研究経費（教育改革）平成１７～１９年度
事業費：２４１百万円（うち運営費交付金：１３６百万円）
キャンパス外（サテライト）での体験活動や問題解決学習のプログラムを遂

行することによって、教育活動それ自体が地域を動かし、地域の再生に働きか
けるという大学と地域との連携構築にも繋がる本学独自の新発想の教育開発プ
ロジェクトです。
この事業は、本学における重要な教育活動、地域貢献活動の一環として、現

在も引き続き取り組んでいます。

【市民参画：佐賀環境フォーラムプロジェクト】平成１５～１８年度

大学改革推進等補助金（特色ある大学教育支援プログラム）
事業費：４５百万円（平成１６～１８年度）
環境フォーラムとは、学生と市民が環境問題について、共に学

び、体験し、議論し、考察する場として、本学と佐賀市が共同で
平成１３年度から開催しているものです。このプロジェクトでは、
外部講師を交えたオムニバス講義、佐賀の自然やゴミ問題を現場
で考える体験型講座や現地見学会、自ら調べ環境問題の本質を探
るワークショップ、河川清掃や「打ち水」の実施を通じた地域啓
発活動等を行っています。
現在も、環境教育を本学の教養教育科目として単位認定してお

り、多くの学生がこのプロジェクトにより環境関連の知識を深め、環境マインド（環境保全への意識）を身に付
けています。

事業の取り組み内容は、HP：http://net.pd.saga-u.ac.jp/saga-forum/index.html

このお酒は、
農学部附属資源循環フィールド科学教育研究センターで収穫した「減農薬米」と
農学部の研究室で生成した「清酒酵母」とを使用して、地場の
酒造メーカーと連携して製造しました。

佐賀大学生活協同組合や佐賀市内の酒販店でも、販
売しています。
ふくよかですっきりとした切れ味です。ぜひご賞
味ください。

〔実施プログラムの紹介〕
・空き店舗活用による中心「市街地再生」プログラム
・棚田復田による「農村再開発」プログラム
・「資源循環」型コミュニティ創成プログラム
・未来の地域を支える子どもの居場所創成プログラム
・森－川－海を結ぶ環境教育のネットワーク構築による地域再生支援プログラム
・地域創成「IT情報システム」開発プログラム

学生の成長と未来を支える教育

棚棚田田ででのの田田植植ええのの様様子子

正門付近での「打ち水」の様子

佐賀大学ブランド商品の紹介 １
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【ネット授業の展開（ITを活用した実践的遠隔教育（e-Learning））】平成１６～１８年度

大学改革推進等補助金（現代的教育ニーズ取組支援プログラム）
事業費：８４百万円
本学では、ネット授業と題して平成１４年４月より教養教育科目でVOD型の授業を開講しており、平成１６年度
には「２１世紀のエネルギー問題と環境問題」など４科目を開講しました。本プロジェクトでは、各年度５科目程
度の e-Learning 授業を作成し、平成１９年４月には２０科目程度を開講しました。科目数の増加に伴い、標準化が
期待される新しい学習管理システムを再構築しています。
また、受講学生、講義提供教員の意見を取り入れる評価活動を継続し、強化するとともに、e-Learning の教

育効果を向上させる研究を進め、Blended Learning を取り入れた多様な
教育手法による教育効果の向上を研究しました。
本事業で得た経験が、現在取り組んでいる様々なネット授業への活用や教

員免許更新講習、大学コンソーシアム佐賀の加盟大学とを繋ぐ遠隔授業など
のノウハウに活かされています。

【創造的人材育成～誰でもクリエーター～】平成２０～２２年度

大学改革推進等補助金（質の高い大学教育推進プログラム）
事業費：４５百万円（平成２０・２１年度）
表現能力の豊かな創造的人材育成を目指し、各学部で専門分野を学んでいる全学生にデジタル表現技術を習得

する機会を提供し、表現する対象を深く理解し、創造的な表現ができるデジタル表現技術者を養成することを目
的としています。各専門分野においてデジタル表現技術を用いてますます豊かな表現方法を獲得し、これからの
高度情報化社会のニーズに対応できる能力を持った人になるためのお手伝いをします。

事業の取り組み内容は、本学HP：http://net.pd.saga-u.ac.jp/digi-pre/

【戦略的発想能力を持った唐津焼産業人材育成】平成２０～２４年度

科学技術振興調整費
事業費：７５百万円（平成２０・２１年度（直接経費））
これからの唐津焼産業の担い手を養成するため、本学が唐津市や唐津焼協同組

合と連携して、平成２０年度より５カ年計画で始動したプロジェクトです。
カリキュラムの内容は伝統工芸のみにとどまらず、素材技術や経営戦略の知識、

技術の習得と実践的な応用を全学的なサポートにより実現しており、多様な思考
と体験を基に、唐津焼を持続した活力のある産業とすることを目指します。

事業の取り組み内容は、本学HP：http://karatsup.pd.saga-u.ac.jp/

【高度な農業技術経営管理者の育成プログラム】平成２１～２３年度

研究拠点形成費等補助金（大学院教育改革推進事業：組織的な大学院教育改革推進プログラム）
事業費：２５百万円（平成２１年度（直接経費））
国内屈指の水田農業地帯である佐賀平野に立地する本学では、これまで佐賀

県を含む西南暖地やアジア諸国における農業の発展に寄与してきました。
この実績を基に、農業法人や集落営農の担い手の育成、企業による農業分野

の参入を踏まえた人材の輩出およびグローバル化の進展するアジア諸地域等に
おいて、地域農業生産と農村の振興に向けてリーダーシップを発揮する農業の
プロフェッショナルの育成を目指したプログラムです。
本プログラムでは、高度な農業技術と経営管理を繋ぐことで、地域農業・農業関連産業の発展に貢献するリー

ダーを育成することを目的とし、経済学研究科や地域の産業界とも連携しながら推進しています。

事業の取り組み内容は、本学HP：http://www.ag.saga-u.ac.jp/MOT/index.html

学生の成長と未来を支える教育
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NISHIKYUSHU UNIVERSITY

JUNIOR  COLLEGE
NISHIKYUSHU UNIVERSITY

夢へ近づくために、
夢を叶えるために

大きな未来へ飛び立とう つなぐ つながる つなぎあう

ゆめを育てる。ワタシが開く。
地域社会との連携を重視した教育で、
豊かな人間性が育まれます

自ら“学び”を楽しむ方々
“学人”を応援します

【県民医療アカデミーオブ e-JAPAN】平成１７～１９年度

大学改革推進等補助金（医療人教育支援プログラム）
事業費：９９百万円
佐賀県を一つのコミュニティーとしてとらえ、５ヶ所の保健医療圏を念頭に

各地域拠点を設置し、地域の健康・医療ニーズに即した重点目標を設定して、
医師・看護師をはじめとする医療人育成に当たる地域医療指導医や看護指導者
の教育活動を直接援助するとともに、行政、医師会、看護協会、マスメディア
等が連携して、各拠点を繋いだ地域医療教育資源創成ネットワークを構築しま
した。このネットワ―クを用い、合同研修会等の開催や人事交流、情報活用能力の向上支援、情報コミュニケー
ション技術を用いた遠隔会議、e-learning による継続学習支援環境とその客観的評価システムを提供すること
などにより、効率的かつ質の高い医療人教育を県全体で展開・推進する取組です。
現在は、地域 ICT利活用モデル構築事業（遠隔医療モデルプロジェクト）として、総務省の支援を受け、更
にこの取り組みを発展させて展開しています。

【実践臨床医養成への問題基盤型学習の実質化】平成２０～２２年度

大学改革推進等補助金（質の高い大学教育推進プログラム）
事業費：３５百万円（平成２０・２１年度）
「地域社会の要請に応えうる実践的医療人の育成」を目指す医学部の
問題基盤型学習（Problem-based Learning）カリキュラムの深化・
発展を目的とし、欧米で開発された本教育法を、日本の教育環境に適合
させ、最大限の効果を発揮するよう、大胆な改善を加えた取り組みです。
『問題基盤型』と称しながら、これまで紙に書かれた症例問題に発し、
知識の修得に帰結しがちであった従来の学習方法を、臨床現場の現実問
題に発し帰結する、実践的臨床能力養成へと実質化するモデル構築と
なっています。

事業の取り組み内容は、本学HP：http://www.smssme.med.saga-u.ac.jp/index.html

【知の拠点として地域をリードする大学間教育ネットワーク推進事業】平成２０～２２年度

大学改革推進等補助金（大学教育充実のための戦略的大学連携支援）
事業費：８０百万円（平成２０・２１年度）
佐賀大学が代表校となり、「大学コンソーシアム佐賀」

（佐賀大学、西九州大学、九州龍谷短期大学、佐賀女子短
期大学、西九州大学短期大学部、放送大学）を活用し、地
域の有識者等を登録した「人材バンク」を作り、大学間共
通のリメディアル・教養・リカレント教育を推進するなど、
地域高等教育力を底上げすることを目的とした事業です。
また、地域の住民向けに公開講座を開講し、加盟大学の

特色を活かした内容を盛り込むなど、地元に根差した大学
つくりも進めているほか、これまで交流の少なかった地域
と学生の交流活動の促進、教職員の研修など、幅広く事業を展開しています。

事業の取り組み内容は、本学HP：http://www.saga-u.ac.jp/senryaku 関連HP（大学コンソーシアム佐賀）：http://www.saga-cu.jp/

学生の成長と未来を支える教育

佐賀市内のまつりで集結したコンソーシアム参加機関の職員や学生
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【全学教育機構（仮称）の創設】

本学では、平成２０年１月に策定した「佐賀大学中長期ビジョン（２００８～２０１５）」
に沿って、明確な責任体制のもとに、教養教育を体系的に提供する本学独自の新しい教養
教育システムを確立するため、平成２３年度に全学教育機構（仮称）を創設します。設置準
備室では、全学教育機構（仮称）に教養教育実施の業務だけでなく、本学の教育全体の戦
略を構想する業務等を併せ持たせるため、現在、組織編成やカリキュラム等について検討
を行っています。

【医学部の定員増】

医師の地域偏在と診療科偏在による医師不足の対策である「新医師確保
総合対策」、「緊急医師確保対策」、「経済財政改革の基本方針２００８」、「経済
財政改革の基本方針２００９」を踏まえ、地域の医師確保等の観点から、本学医
学部において平成２０年度佐賀県推薦入学特別入試（定員内２名）を実施し、
平成２１年度５名、平成２２年度６名の入学定員増を行いました。

これは、地域や診療科の医師不足に対応した学部教育の
充実、地域医療機関等との連携により地域医療教育・研修
の推進体制の強化、また卒後教育（臨床研修・専門医研修、大学院、生涯教育）を充実するこ
とにより、地域への医師の定着を図ろうとするものです。
なお、地域医療に従事する明確な意思を持って入学した、平成２１年度増員のうち２名および
平成２２年度増員分の６名へは、奨学金（佐賀県医師修学資金または長崎県医学修学資金）が貸
与されます。

【医学系研究科の再編】

�医科学専攻（修士課程・博士課程）
平成２０年度から、博士課程の３専攻を１専攻に改組し、以下のコースを設け、それぞれ
の人材育成の目的に沿って柔軟かつ体系的な教育課程を編成し、平成１５年度に本学医学系
研究科に開設した医科学専攻修士課程修了者等を含めて、多様な学生のニーズに対応した
教育課程を提供できるようになりました。
〔基礎医学コース〕

医学・生命科学等の領域で自立した研究者・指導者として活躍する人材の育成
〔臨床医学コース〕
研究マインドを備えた臨床医学等の高度専門就職者の育成
※さらに、〔臨床主要医師養成特別コース〕を履修することにより、日
本臨床腫瘍学会の認定資格「がん薬物療法専門医」の取得を目指すこ
とが可能となります

〔総合支援医科学コース〕
総合的ケアなど医療関連の研究・実践能力を備え、包括医療のなかで活

躍する高度専門職者の育成

�看護学専攻（修士課程）
平成２３年度から従来の「研究・教育者コース」に加えて「専門看護師コース」を設け、専門
看護師「慢性看護」の資格取得に必要な教育課程を編成し、専門看護師の取得を目指す学生を
受け入れます。

学生の成長と未来を支える教育
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有有明明海海ででのの調調査査

電子情報システム学コース：数学、電気電子工学、情報工学およびそれらを融合した分野の学問
研究を通して、自立的な研究が行える研究者および高度な専門職業に従事できる技術者の育成

生産物質科学コース：物理科学、機械工学およびそれらを融合した分野の学問研究を通して、自然法則を深
く理解し、新しいシステムを創成できる研究者および高度な専門職業に従事できる技術者の育成

社会循環システム学コース：都市工学、地域、経済・社会システム学および環境化学を融合した分野の学問研究を通して、
新しい社会循環システムを創成できる研究者および高度な専門職業に従事できる技術者の育成

先端融合工学コース：機械工学、電気電子工学、医学を軸とした医工学および化学、応用化学、材料工学を軸とした機能材料工学
の学問研究を通して、人間と環境に優しい社会の構築に貢献できる研究者および高度な専門職業に従事できる技術者の育成

人工股関節シミュレータ図

【工学系研究科の再編】

本研究科の理念である「人間性豊かで、幅広い知識と技術を持ち、国際的に通用する高度な専門技術者の育成」、
「理学と工学による理工融合のさらなる推進と理工融合の概念に基づく教育研究活動の活性化」、
「社会の要請に応え工学系研究科における研究成果を活用した社会貢献」を実現
するため、平成２２年４月より前・後期課程のそれぞれを改組しています。
�博士前期課程（９専攻→８専攻に改組）

本課程の一部を改組し、「循環物質化学専攻」と「先端融合工学専攻」を新設
しました。新設した２専攻については、次のような人材の育成を目指しています。

循環物質化学専攻：化学および応用化学を基盤にして、物質の化学的解明や機能性物質の
創成を行うとともに、環境化学、環境に優しい合成化学、廃棄物による貴金属の回収や無
害化技術、環境に優しいエネルギー材料などグローバルな環境分野の開拓を目指して、無
機材料化学、有機材料化学、物質循環物理化学、資源循環システム化学の専門分野の教育
と研究を通して、環境に優しく持続可能な循環型社会に貢献できる人材の育成

先端融合工学専攻：医療・福祉ロボット、人工臓器、人間工学、バイオエンジニアリング
等を扱う機械工学、電気電子工学、医学を軸とした「医工学コース」と電子材料、固体材
料、機能分子材料等を扱う化学、応用化学、材料化学を軸とした「機能材料工学コース」
において高度な専門知識と技術を持った人材の育成

�博士後期課程（３専攻→１専攻に改組）
本課程をシステム創成科学専攻の１専攻に改組し、以下の４コースを設け、

社会の要請に応え工学系研究科における研究成果の活用と社会貢献を実現する
ため、理学と工学による理工融合のさらなる推進と医理工融合の概念に基づく
教育研究活動を活性化し、豊かな人間性と幅広い視野、深い専門知識・能力、
創造性に優れた研究・開発能力を持つ研究者・技術者の育成を目指しています。

【農学研究科の取り組み】

平成２２年４月から、従来の２専攻から、生物資源科学専攻の１専攻に改組
し、応用生物科学、生物環境保全学、資源循環生産学、生命機能科学、地域
社会開発学の５コースを設け、自ら課題を発見し、その課題を解決する能力
を身につけることを最大の目標として掲げ、社会に即応できる高度な専門職業人の養成を目指しています。
また、この５つの主コースとは別に、技術と経営を有機的に関連づけて学習する農業技術経営管理学「農業版

MOT（Management Of Technology）の副コースを経済学研究科と連携
し、全国に先駆けて新たに設置しました。これは、農業・農村を取り巻く国
内外の経営環境が大きく変化する中で、企業的農業経営やアグリビジネスに
挑戦する経営者、また地域農業を牽引するコミュニティーリーダーを育成す
るなど、大学院教育の国際化と実質化を狙った本学独自の教育プログラムで
す。この教育コースには、「特別の課程」も併設しており、農業や食産業な
ど関連産業の社会人も受講でき、農業技術経営管理士育成講座の履修証明も
受けることができます。
現在、副コースには１１名の大学院生が、特別の課程には１２名の意欲ある社
会人が応用農学や経営科学を学んでいます。

学生の成長と未来を支える教育

視視線線にによよるるココンンピピュューータタ入入力力

副コース履修生と社会人受講生の合同ゼミ風景
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「明日の社会」を創造する研究

本学では、各分野の基礎的・基盤的研究を礎にして、佐賀地域独自の研究や社会からの要請に応える研究を組
織的に展開し、世界に発信していくことを目指しています。また、第２期中期目標においても、「各分野の基礎
的・基盤的研究を礎にして、地域及び社会の要請や発展に貢献する特色ある研究を組織的に展開し、世界に発信
していくことを目指す。」としています。このような中で、本学では、重点領域研究としている「地域医療科学」、
「佐賀学」、「有明海をめぐる環境問題」、「海洋エネルギーの研究開発」、「シンクロトロン光応用研究」などをは
じめとする特色ある様々な事業を展開しており、ここでは、特に文部科学省の特別教育研究経費などに採択され
た事業を紹介します。

【全国共同利用海洋エネルギー研究センターにおける実証研究の推進】

特別教育研究経費（研究推進）（平成１７～２７年度）
事業費：９５０百万円（うち運営費交付金：２６１百万円 平成１７～２１年度）

【海洋エネルギーの先導的利用科学技術の構築】

２１世紀COEプログラム（学際・複合・新領域）（平成１４～１８年度）
事業費：３８３百万円（直接経費 平成１６～１８年度）
海洋エネルギーの創造および海洋エネルギーとその複合利用に関する

総合的実証的研究を国内および国際的研究拠点として推進し、社会的お
よび国際的貢献を促進するとともに人材養成を行うプロジェクトです。
本実施主体である海洋エネルギー研究センターは、平成１８年度に正式

に全国共同利用施設として認定され、平成２２年４月から「海洋エネルギー
創成と応用の先導的共同研究拠点」として、引き続き活動を行っています。

海洋エネルギー研究センターHP：http://www.ioes.saga-u.ac.jp/jp/index.html

NEDOエネルギー技術白書にも本センターの取り組みが紹介されています。

【シンクロトロン光を利用した佐賀県との一体化による先導的工学的基盤研究】

特別教育研究経費（連携融合事業）（平成１７～１９年度）
事業費：９１８百万円（うち運営費交付金：９０百万円）

【広域連携融合によるシンクロトロン光を利用したバイオ・ナノ・環境
イノベーション技術の研究開発】

特別教育研究経費（連携融合事業）（平成２０～２４年度）
事業費：７８２百万円（うち運営費交付金：５０百万円 平成２０・２１年
度）
将来を担う人材の教育・育成、未来技術の開発を目指し大学の教

育研究機能を核とした自治体との連携による知的センターとしての
役割を果たすべく、佐賀県および九州大学と連携しながら、シンク
ロトロン光を利用した先導的・先端的な基盤研究・教育を展開し、
また、平成２０年度からは、九州大学および九州北部３県等と連携し
ながら、シンクロトロン光を利用した先端的で応用的な開発研究・
教育を展開してきています。
また、このほかにも九州大学を中核機関とする「九州地区ナノテ

クノロジー拠点ネットワーク」に参画するなど、先端研究施設とし
ての様々な支援を提供しています。

シンクロトロン光応用研究センターHP：http://www.slc.saga-u.ac.jp/

「明日の社会」を創造する研究

全国共同利用成果発表会の様子

３０kWアンモニア／水OTECサイクル

光電子分光測定装置

国際シンポジウムの様子

BL１３ナノスケール表面界面ダイナミクスビームライン
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【有明海総合研究プロジェクト】平成１７～２１年度

特別教育研究経費（研究推進）
事業費：６８１百万円（うち運営費交付金：６０３百万円）

【有明海生物生息環境の俯瞰的再生と実証試験】平成１７～２１年度

事業費：４２９百万円（科学技術振興調整費（直接経費））
有明海湾奥部に位置する地方大学の責務として、有明海の環境問題に対して全学的に取り組み、これらの問題

解決に貢献することを大学の重要課題として掲げています。
「有明海総合研究プロジェクト」は、５年間の時限で全学的・横断的プロジェクトとして組織され、現場観測
の実施や数値モデルの活用を通じて有明海異変の原因解明と再生のための総合的な学術研究の実施や有明海の病
害菌の防除に関する研究、持続可能な社会経済システムの構築に関する基礎研究を進めました。
「低平地研究センター」では、平成１２年の大規模なノリ不作問題を契機として、学官民のコンソーシアムを組
織し、有明海湾奥部干潟域を中心とした実証実験を行い、囲繞堤工法やアゲマキ稚貝増養殖などの成果を得てい
ます。これらをもとに科学技術振興調整費により近隣大学とともに「有明海における生物生息環境の俯瞰的な再
生と実証試験」に取り組み、工学的および水産学的技術の導入による生物生息環境の改善に、一定の成果を上げ
ています。
平成２２年度から、この２つの組織を統合し「低平地沿岸海域研究センター」を立ち上げ、新たに
「有明海における環境変化の解明と予測プロジェクト」として研究を進めています。
また、この新センターでは低平地沿岸海域の地圏・水圏・都市圏の環境についての総合的かつ学

際的な研究を目指しています。

低平地沿岸海域研究センターHP：http://www.ilt.saga-u.ac.jp/index.html

【資源循環システムの開発－廃棄物の無害化・再資源化－】平成１７～２１年度

特別教育研究経費（研究推進）平成１９～２１年度
事業費：１１５百万円（うち運営費交付金：３０百万円）
理工・農および医学部が連携して、佐賀地域特有の産業廃棄物・農産廃棄物の無害化・再資源化を目的とした

資源循環システムを構築し、その実用化および地域と連携した廃棄物の対策を行う事業で、具体的には以下の研
究を行うなかで、様々な成果を上げています。
�有明海湾岸工事等で排出される軟弱粘土を各種建設工事に利用できる安全で低価格な地盤材料の開発。
�磁器廃材に有明粘土または籾殻処理残渣を混ぜ、種々の物質を含むミリサイズの磁
器カプセルの製造。

�籾殻に含まれるセルロースを利用した種々の有用物質や殺菌剤の開発とそれを封入
した磁器廃材製ミリカプセルを本プロジェクトオリジナル製品として開発。

�籾殻を加圧熱水で分解して糖類へ変換し、それをプラスチックの原料として利用。
�ミカンジュース滓を化学処理した重金属および金の回収（右図参照）。

【ユビキタス情報社会を支える通信基盤技術】平成１８～２０年度

事業費：８百万円（科学技術振興調整費（直接経費））
ユビキタス情報社会の実現へ向けては、情報通信の一層のパーソナル化に

柔軟に対応できる無線通信と高速・大容量の通信を可能にする光通信の連携
を図りながら、両通信技術の高度化を進める必要があり、無線通信と光通信
の高度化のための重要課題として、７つのサブテーマを設定し、日本側５研
究機関（九州大学、東京工業大学ほか）とインド側の６研究機関（ IIT Delhi, Jadavpur University ほか）の
協力により、国際共同研究を推進しています。
本学では、マイクロ波ミリ波における平面アレーアンテナおよび発振器と送受信機能モジュールへの展開に関

する活動を行っています。従来型の小型アンテナの特性改善と性能の向上、アンテナに対する適応制御を利用し
た新しい無線 LANシステムの構築、半導体回路とアンテナ系を一体化した高機能・知能アンテナと送受信モ
ジュールの開発に取り組みました。

本事業に関するHP：http://www-ictsfuis.csce.kyushu-u.ac.jp/、http://www.jst.go.jp/shincho/21 hyouka/05 kokusai 21.pdf

「明日の社会」を創造する研究
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【地域学歴史文化研究センターの設立】

平成１８年度設置（学内措置）
事業費：１２９百万円（設置準備経費含む）
２１世紀社会には、新たな学問体系が求められています。佐賀は１９世紀後半、近
代西欧文明・学問体系を積極的に受容しました。それがどのような歴史文化を基
盤とし、定着・展開したのかは、現在問われるべき重要な課題です。
本センターは、地域（佐賀）の固有性と普遍性を探究し、新たな学問体系とし

ての地域学を創造するための取り組みを行っています。
これまで小城市などの自治体・諸機関との共催展開催、展示図録の刊行、

研究紀要・資料集・史料目録の刊行、講演会・シンポジウム・公開講座の
開催など、地域の歴史文化研究を進めています。
今後は、こうした成果をさらに発展させ、地域の歴史文化を論じるため

の方法論としての「地域学」、その実践としての佐賀地域をテーマとした
「佐賀学」を構築し、あわせて学生・市民向けの教育活動への展開を目指
します。

地域学歴史文化研究センターHP：http://www.chiikigaku.saga-u.ac.jp/

学内における重点研究への支援と研究成果の公開

本学では、地域および社会の発展に貢献する特色ある研究をより一層推進するために、学部横断的研究プロジェ
クトに対して、重点支援を行っています。平成２１年度は『「災害弱者」のための地域安全総合研究』、『先端医療
福祉システムの研究』および『佐賀学創成にむけた地域歴史文化の総合的研究』ならびに『佐賀県の立地環境特
性を活用した機能性農作物の開発に関する研究』の４件を学内予算で重点支援しており、このうち『先端医療福
祉システムの研究』については、平成２２年度から特別経費（運営費交付金）の事業に採択されています。
さらに、この重点支援のほかにも、新たに重点研究として期待しているものについては、研究シーズとして学

内予算での支援を開始しました。
また、運営費交付金などの支援によるプロジェクト等については、シンポジウム、セミナーまたは研究成果報

告会もしくはオープンラボ等により情報発信していますが、出来る限りホームページでも公開していますので、
興味のある方は、ぜひ一度ご覧ください。
そのほかにも、本学の研究成果を広く世間に紹介し、首都圏ニーズの収集を行うために、新技術説明会（平成

２１年７月および平成２２年３月）を東京で開催するなど、大学全体としての積極的な情報発信にも取り組んでいま
す。

バラフ（Barafu）

南アフリカ生まれの佐賀大学農学部育ち・・・バラフ

今までに経験したことがない、まったく新しい野菜�
宝石のようにキラキラ光る葉とシャキシャキとした

歯ざわりと塩味が特徴。まさにクリスタル☆な感触

スィーツに加工してもなかなかおつな味です。

「明日の社会」を創造する研究

「佐賀大学・小城市交流事業特別展」での展示風景

佐賀大学ブランド商品の紹介 ２
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地域・国際社会の発展を支える知的拠点

本学では、地域社会、国際社会の発展を「知」の発信と「人づくり」で支えていくための知的拠点の形成を目
指しています。
また、平成１６年の法人設立時から、教育研究の成果を社会に還元するために「地域貢献推進室」を、国際交流
の積極的な展開と国際貢献へ寄与するために「国際貢献推進室」を設置し、これらの推進室を中心に様々な社会
貢献活動に取り組んでいます。

【地域貢献推進室の活動】

全学的な協力体制のもと、地域からの要望や相談等への対応と本学における研究シー
ズ等の情報発信および公開講座等の生涯学習の企画・実施を推進しています。
年々、地域ニーズに対応した事業は活発になり、「子どもの教育支援」、「中心市街地
活性化」、「地域医療関連」、「棚田保全支援」、「資源循環型コミュニティ創成」、「社会人
のための学び直し」など多くの事業を実施してきました。
また、近年問題となっている有明海問題を始め、佐賀学構築、唐津焼人材育成のため

の「ひと・もの作り唐津」プロジェクトや有田町「食と器の地域づくり」支援、佐賀城
お堀のハス再生プロジェクト等々、地域とともに歩む本学の取り組みは、さらに多様化
してきています。
本学の地域貢献事業が、佐賀県内の自治体・団体・市民の方々のご支援の下に進

められていることに感謝すると同時に、今後も地域に開かれた大学として、社会貢
献の使命を果たしていきます。

地域貢献推進室HP：http://www.saga-u.ac.jp/chiiki/index.html

【国際貢献推進室の活動】

世界各地とりわけアジア地域の大学および研究機関との交流を深め、教育研
究と文化交流の国際化を推進し、また、アジアを中心に諸外国との大学間にお
ける教育研究プログラムの創設など、学術交流の推進に取り組んでおり、以下
の活動などを行っています。
�デュアル・ディグリー・プログラム導入
学術交流協定の実効化の促進策の一つで、これまでに締結してきた学術交流

協定校との間で共同学位制度（デュアル・ディグリー・プログラム）を導入し
学生の交流を推進します。これにより、派遣大学・受入大学で修得した単位を
相互に認定し、卒業・修了要件を満たした場合、それぞれの大学の学位を同時
に与えることが可能となります。
�学術交流協定校における海外拠点校作り
特に、アジアの学術交流協定校に本学の研究教育のためのサテライトを設け、

教員、研究者、学生の交流のための現地拠点とするとともに、帰国留学生ネッ
トワーク構築にも役立てます。
平成２１年９月に、ベトナム社会主義共和国ハノイ市にあるハノイ国家大学外
国語大学との教育研究交流のさらなる発展を期して、本学初の海外サテライト
を設置しました。
また、同時に同大学と本学の文化教育学部との間で日本語教育を連携して行うツイニング・

プログラム協定の締結を行いました。これにより、卒業までの前半部分の教育（通常２年間）
を相手先大学で実施し、後半部分の教育（通常２年間）を、本学の３年次編入学として実施す
ることで、卒業時には、本学と出身大学の双方の学士を取得できることになります。

参考：本学の留学生数および学術交流協定校数は、資料編（５１ページ）に掲載しています。

地域・国際社会の発展を支える知的拠点として

はちがめエココミネットで
の子どもの教育支援事業

ハノイ国家大学外国語大学長表敬訪問
（Ｈ２１．１１．３０）

ハノイ国家大学外国語大学とのツイン
ニング・プログラム調印式
（Ｈ２１．９．１４）
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講座名称 開講期間 受講者数
TOEIC（R）テスト講座 ～ 目標は６００点 ～ Ｈ２１．５．１２～Ｈ２１．７．１４ ２５人
原書で読む物語 ～ 英米の小説・ファンタジー ～ Ｈ２１．９．３～Ｈ２１．１１．９ １０人
ドイツ語講座２００９ Ｈ２１．５．８～Ｈ２１．１２．１１ ２５人
知の復権をめざして７ ～ 陰影の文化学 ～ Ｈ２１．１０．２９～Ｈ２１．１１．２６ １７人
コミュニケーションセミナー入門 ～ 表情・しぐさ・歩き方・話し方など ～ Ｈ２１．８．３～Ｈ２１．１０．１２ １７人
コミュニケーションセミナー応用編 ～ 企画力・構成力・表現力アップ ～ Ｈ２１．１０．１９～Ｈ２１．１２．２１ １９人
ビデオ制作セミナー「ドラマを作ろう」 Ｈ２２．１．２１～Ｈ２２．２．２７ ５人
映画で学ぶ人間学 Ｈ２２．１．１２～Ｈ２２．３．２３ １１人
写真撮影セミナー ～ 佐賀の風景・歴史・文化を撮る ～ Ｈ２１．７．２５～Ｈ２１．１１．２８ １８人
睡眠健康教室 Ｈ２１．９．５～Ｈ２１．１０．３ ８人
みんなの大学 佐賀１０３０ Ｈ２１．５．１２～Ｈ２１．１２．１５ ４１人
みんなの大学 佐賀１４３０ Ｈ２１．５．１２～Ｈ２１．１２．１５ ４４人
みんなの大学 鳥栖１０００ Ｈ２１．１０．２～Ｈ２１．１２．４ ２６人
チャレンジ！日商簿記２級 Ｈ２１．９．２６～Ｈ２１．１０．２５ ３４人
金融の基礎知識を学ぶ！ Ｈ２１．９．３～Ｈ２１．１０．８ ４人
病気と健康 Ｈ２１．５．２４～Ｈ２１．１２．１３ のべ ５５０人
ケンチクサマーキャンプ ～ 地方都市で建築の社会性を考える ～ Ｈ２１．９．１４～Ｈ２１．９．１９ １６人
天気予報にチャレンジ Ｈ２１．８．３～Ｈ２１．８．６ ４人
あなたも作ってみませんか有機野菜 Ｈ２１．９．６～Ｈ２１．１２．２０ ２１人
「佐賀」学のススメ ～ 近世から近代の佐賀 ～ Ｈ２１．１２．２０～Ｈ２２．２．２１ のべ １３０人
磨こう！あなたの消費者力 ～ 賢い消費生活を送るために ～ Ｈ２１．１０．７～Ｈ２１．１０．２８ ４８人
歴史や世界で考える男女共同参画 Ｈ２１．９．２～Ｈ２１．１０．７ ４３人

【佐賀県における産学官包括連携協定の締結（６者協定事業）】

平成２０年１０月、佐賀県、佐賀県市長会、佐賀県町村会、佐賀県商
工会議所連合会、佐賀県商工会連合会および本学が、多様な分野で
連携協力し、佐賀県の発展と人材育成に寄与するための産学官包括
連携協定を締結しました。
この６者での協定を踏まえ、佐賀県の重要な産業である自動車業

界の人材育成、地域社会活性化の中心的役割を担うプロフェッショ
ナルな人材育成、佐賀県歴史データベース構築事業や有明海に関す
る教育研究、遠隔医療モデルプロジェクトや認知症サポート総合事
業、日韓若者文化交流事業など、多岐にわたる１４の事業が採択され、
協同で活動を続けています。
本学および佐賀県内の６者協定機関は、今後も地域のさまざまな

課題や地域活性化の提案を汲み取り、それを事業化することにより、
これまで以上に産学官がスクラムを組んで地域社会の発展に寄与す
ることを目指していきます。

【公開講座の実施】

市民を対象とする公開講座は、本学の教育・研究の成果等を広く地域社会に公開し、生涯学習に対する社会お
よび市民の多様なニーズに応えることを目的としています。
特に近年では、「学び直し」など社会的ニーズは年々上昇しており、本学としても、様々な市民の声を反映で
きるような公開講座の実施に努めていきます。
〔平成２１年度に開講した講座〕

※最新の開講状況は、
本学ホームページで．．．

http://www.saga-u.ac.jp/somu/kokai.html

地域・国際社会の発展を支える知的拠点として

日韓若者文化交流事業の様子

６者協定トップによる放談会

歴史や世界で考える
男女共同参画 にて

磨こう！あなたの
消費者力 にて

「あなたも作ってみませんか
有機栽培」での一場面
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男女ともに働きやすい環境づくり
本学の男女共同参画の取り組みは、女性教職員にとって
働きやすい職場環境を充実させるための意識調査の実施
（平成１６年）に始まります。
平成２０年には、文化教育学部が「男女共同参画推進プロ
ジェクト」を導入し、医学部は「子どもの杜保育園」を開
設しました。
そして、平成２１年３月に全学に男女共同参画推進準備委

員会が発足し、同年９月には、女性教職員がその能力をよ
り一層発揮して活躍の場を広げられるよう、「佐賀大学男
女共同参画宣言及び基本方針」が策定され、平成２２年５月
には男女共同参画推進委員会へと発展しています。
また、特に女性研究者支援の取り組みとして、平成２１年

度科学技術振興調整費「女性研究者支援モデル育成」事業
が採択され、平成２１年７月に設置された女性研究者支援室
は、「三世代サポート型佐大女性研究者支援」を開始しま
した。
この事業の特色は、研究者および将来の研究者へのキャ

リア支援として育児から老親・配偶者の介護までの三世代
にわたる支援システムとなっていることです。育児や介護
支援が必要な研究者ばかりでなく、これから研究者を目指
す人、また現在研究の中断を余儀なくされている人にとっ
ても心強いシステムになると考えています。
本学はこれを機に、グローバルな次世代人材の養成と獲

得のため、男女がともに働きやすい環境を充実させる具体
的な方策を打ち出しながら、ジェンダーバランスのとれた
人事を実現し推進させていきます。

かささぎサポート・ラボ
女性研究者支援室
HP: http://www.kasasagilab.saga-u.ac.jp/

自然との共生 ．．．
佐賀大学では、「佐賀大学は、自然と調和のとれた営みを続けるための「知」の承
継と創造を担い、教育と研究を通して地域及び社会に貢献する」との基本理念と８つ
の行動指針からなる環境方針を定め、持続可能な社会の構築に向けた取組みを行って
います。
平成２０年３月、環境省が策定したガイドライン『エコアクション２１』の認証を取得

し、平成２１年１１月には認証を更新しました。
エコアクション２１の取組みとして、環境への負荷（資源・エネルギー使用量、廃棄

物排出量等）を減らすとともに、地球環境や地域環境の保全・改善のため教育・研究
にも積極的に取り組んでおります。
特に、二酸化炭素排出量および総排水量については、平成１７年度実績をベースに平

成２１年度までに２０％近くを削減することができました。
毎年発行の環境報告書にはエコアクション２１で求められている環境活
動レポートも組み入れホームページでも公表しております。

佐賀大学エコアクション２１
HP: http://www.saga-u.ac.jp/ea２１saga-u/index.html

男女共同参画や環境に配慮した取り組み

「三世代サポート型佐大女性研究者支援」実施体制
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（単位：人）� （単位：件）�
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平成２１年度は、１３１億５千万円の収入（対平成１６年度で１６．６％の増）

*

*

*

平成２１年度は、延べ３８万人の方に利用いただいています。

（単位：人）

区 分 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度

入 院 １９７，６６９ １９４，４３７ １８８，０６７ １８９，３８０ １９０，９４６ １８９，４１７

外 来 １７１，８０９ １７９，７４９ １８８，０３０ １８７，１８９ １８９，５１０ １９４，０５６

計 ３６９，４７８ ３７４，１８６ ３７６，０９７ ３７６，５６９ ３８０，４５６ ３８３，４７３

（単位：件）

区 分 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度

入 院 ４，１９９ ４，４７７ ４，６８３ ４，９０９ ５，１４９ ５，３５８

外 来 ４１ ４１ ３６ ４２ ３０ １６

計 ４，２４０ ４，５１８ ４，７１９ ４，９５１ ５，１７９ ５，３７４

【手術件数の推移】

佐賀大学医学部附属病院では、
「患者・医師に選ばれる病院を目指して」を病院理念とし、「地
域医療への貢献」、「良き医療人の養成」および「高度医療技術
の開発研究」を病院目標に掲げています。
http://www.hospital.med.saga-u.ac.jp/hp/top.html

附属病院収入の概要

附属病院収入は、毎年約１１０億円以上の収入があり、全収入の約４０％を占めていて、自己収入では一番大きな
割合となっています。附属病院の収入は、約２年おきに実施される診療報酬改定の影響をうけます。
附属病院は、主にこの収入により運営されていて、収支両面から経営の安定化と改善に向けて、さまざまな取

り組みを行っています。

本院をご利用いただいた患者さんの数

患者・医師に選ばれる病院を目指して

附属病院収入の推移
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地域医療
再 生 へ

地域医療の崩壊が社会問題となっている中、本院では平成１７年４月に
地域医療連携室を設置し、地域医療機関と連携した医療体制を構築して
きました。
また、平成２１年度からは佐賀県との連携をより一層深め、地域医療再

生計画に参画し、「遠隔画像診断システム」を導入しました。
平成２２年４月からは「地域医療支援学講座」を立ち上げ、「地域医療

支援センター」を整備するなど地域医療の再生に尽力しています。

周 産 期
医療体制
の 強 化

地域医療再生の中でも特に問題の「周産期医療体制」についても、
本院は毎年、佐賀県周産期医療協議会に参画し、佐賀県の周産期医
療体制の構築に尽力してきました。
佐賀県では国立病院機構佐賀病院を中心とした周産期医療体制を

構築しているところではありますが、この佐賀病院の新生児特定集
中治療室（NICU）は９床で常に満床状態が続いていました。
そこで、本院では平成２１年４月に新生児特定集中治療室を６床設
置し、佐賀県の周産期医療体制に貢献しています。

がん診療
連携拠点
の 構 築

がん対策については各種取り組みがなされていますが、本院でも「外来化学療法室」を設置する
など様々な取り組みを行ってきました。
平成１８年の「がん対策基本法」の成立以降、佐賀県と連携し、がん診

療の拠点構築のために努めてきました。
平成２２年４月より「都道府県がん診療連携拠点病

院」に指定されることに伴い、平成２１年１１月に集学的
治療・緩和医療等の実施、医療情報の提供・相談等を
行うことを目的とした「がんセンター」を設置するな
ど、佐賀県での先導的がん診療拠点としての役割を果
たすよう尽力しています。

新生児特定集中治療室

拡充した外来化学療法室

がん診療連携拠点病院遠隔画像
診断支援事業により整備した
「バーチャルスライドシステム」

卒後臨床
研 修

平成１６年度から卒後臨床研修が義務化されましたが、それに先立ち本院では平成１５年に「卒後臨
床研修センター」を設置し、医療人養成に努めてきました。
このセンターでは、卒後臨床研修プログラムの策定や研修医の

メンタルケア等の研修環境を整備することを目的としています。
平成２１年１０月には「新卒後臨床研修セン
ター」を建設し、研修医のみならず、看護
師やコ・メディカルスタッフの研修も行っ
ています。

Ｈ２１．１０に完成した「卒後臨床研修センター」

病院理念・病院目標を達成していくために

～地域医療への貢献～

～良き医療人の養成～

患者・医師に選ばれる病院を目指して
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高度医療
実 現 の
た め に

高度・先進医療の開発については大学病院としての使命であり、本院においても
積極的に取り組んできました。特に、「血管不全学」、「人工関節学」、「先端心臓病
学」については寄附講座も立ち上げ、重点的に研究を行ってきました。現在でも、
「慢性心不全の新規治療法」、「正座可能な人工膝関節の開発」に向けた研究を継続
しています。
また、高度で低侵襲な治療を実現するため、手術支援ロボッ

トやPET－CT診断システム、多軸血管撮影装置などの設
備の導入も行っています。

～高度医療技術の開発研究～

～ほかにも～

医療安全
対 策

本院では、医療安全管理室を中心として、医療事故の分析・対策や
年２回の院内巡視、定期的な研修会の開催などを行ってきました。平
成１９年４月には感染制御部を設置し、感染症診療の充実や対応マニュ
アルの策定など、感染症対策および予防体制を整備しました。
また、現在では患者取り違い防止策として、入院されてい

る患者さま全員にリストバンドを装着し、３点チェックシス
テム（誰が、誰に、何を）の確認システムを導入するなど、
よりよい診療環境の提供に心掛けています。

勤務環境
の改善に
向 け て

現在、社会問題にもなっている勤務医の過重労働を改善するた
めに医療クラーク（入院・外来）を配置し、看護師の勤務環境を
改善するために看護師を増員して７対１看護体制を採用し、医
師・看護師の業務負担軽減するとともに患者サービスの向上を図
りました。
また、女性職員が安心して働ける職場づくりの一つとして、附属病院に

隣接して保育園を平成２０年４月に設置するとともに、女医ラウンジやコ・
メディカル休憩室等を整備し、勤務環境改善に努めました。

患者サー
ビス向上
に向けた
病院経営
の 改 善

本院では、より効果的な資源配分を日ごろから心がけるために日本ユ
ニシス株式会社と共同開発した独自の管理会計システムや同規模の大学
病院との比較を用いたベンチマーク手法で経営分析し、その結果を基に
各診療科に経営改善指導を行ってきました。
また、そこで得られた財源でコーヒーショップ・

チャットラウンジ（談話室）を、病院に寄せられた寄附
金でエコロジーガーデンを院内に設置するなど、院内の
環境改善を行っています。

患者・医師に選ばれる病院を目指して
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迅速検査・治療システム（Ｈ２１’補正事業）

医療を支える基盤設備の導入

本学医学部附属病院では、患者さんの利便性の向上や地域医療連携のための（需要に即した）診療設備、衛生
管理や感染防止および先進的な臨床研究に資するためなどの観点から、基盤設備の整備を計画的に進めています。
平成２１年度に導入した主な設備は次のとおりです。

これまでの課題への対処と今後に向けて

医学部附属病院は二つの大きな課題に対処してきました。
一つは平成１８年度の診療報酬の改定です。これは、診療報酬を▲３．１６％（平成２０年度改定において▲０．８２％）
減収する一方、看護師を増強する特定機能病院に対しては診療報酬の増強を図るものでした。
附属病院が先端医療科学を研究・開発する医学部の附属施設として、特定機能病院の体制を維持することは社

会の要請であり、本学では平成２０年６月に７対１看護体制へ移行しました。
また、この間も看護師増強に必要な財源を確保するためにも、医療材料購入の合理化・効率化などをはじめ様々

な経営努力を行ってきました。
二つ目は、医師不足・地域医療の再生の問題です。本学の医学部は佐賀県で唯一の医師養成機関であり、県内

の医療人の配置についても大きな責任を担っています。このため、地域と連携し地域医療に貢献する医師の確保
や臨床研修医・看護師など医療人のスキル教育のための最先端設備・施設の整備を行っていく必要があります。
本学では、この問題に果敢に対処していくために、佐賀県と連携し、医学部に地域医療人の定員確保、地域医

療に拠点病院としての積極的な参画、院内に画像情報処理センターの設置や医療ソーシャルワーカーの増員など
取り組んでいます。
また、勤務医の業務負担を軽減するとともに医療の質を確保するため、医療クラーク

を配置し、クリティカルパスの普及に尽力するなど積極的に取り組んでいます。
さらに、本院は、昭和５６年開院以来、約３０年経過しており、老朽化・狭隘化は否めず、

医療技術十分に発揮するための環境づくりと教育・研究機能を十分に発揮できるよう施
設の再整備計画を進めているところです。

患者・医師に選ばれる病院を目指して

PET－CT診断システム（目的積立金）手術器具滅菌・乾燥・保管システム（Ｈ２１’補正事業）

超音波診断システム
（Ｈ２１’基盤的設備等整備）

手術支援ロボット da Vinci
（目的積立金）

遠隔医療支援システム
（佐賀県 ICT 医療連携推進設備整備費）

新生児治療支援システム
（大学改革推進等補助金）

33国立大学法人 佐賀大学 財務レポート2010



受託研究�

共同研究�

受託事業等�

寄附金�

外部資金の推移
（補助金収入等を除く）

（メモ）
これらの区分のほかにも、
国から大学等の機関あて
交付される補助金等収入
（大学改革推進等補助金、
設備整備費補助金など）
や施設整備費補助金また
は個人あてに交付される
科学研究費補助金等があ
ります。ここでは、産学
連携を中心とした経年比
較としています。

産学官連携の取り組み体制

本学では、産学官連携の取組に積極的な役割を果たすこと
を目的として、産学官連携を組織的に推進する中核的拠点「産
学官連携推進機構」を平成１８年８月に設置し、研究能力や研
究成果を社会で広く活用させ、その活動をとおして、産業界
や官界との連携を推進していくように努めています。（右図
参照）
また、本学における資金獲得に寄与することを目的として、

教育・研究を推進させるための競争的資金に関する情報収集
および分析ならびに要求（申請）書作成指導等を行う「競争
的資金対策室」を平成１９年１０月に設置しました。
今後も引き続き、これらを中心として、学内研究者の幅広

い創造性豊かな研究を行い、その成果を社会に還元していく
ことができるようまた、産業界等との連携を進め、産業界の
発展に貢献することができるよう努めていきたいと考え
ています。

産学連携等研究収入および寄付金収入等の概要

本学の外部資金の受入れ額は、平成２１年度は前年度と比較してほぼ増減なしの約１２億４千万円です。平成１６年
度からこれまで、毎年度の増減はありますが、おおむね増加傾向にあるといえます。なお、この外部資金は、企
業の皆様などからの受託研究や寄附金、文部科学省を含む各省庁に申請・交付される受託事業などです。この資
金の獲得が、本学の教育・研究の活性化と財政基盤の安定化にも、必要不可欠なものと考えています。

受入状況の推移

（単位：百万円）

科 目 平成１６年度
平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度

対前年度
増▲減率

対前年度
増▲減率

対前年度
増▲減率

対前年度
増▲減率

対前年度
増▲減率

受託研究収入 ３４０ ３１９ ▲６．２％ ２８８ ▲９．７％ ３３４ １６．０％ ３９１ ３５．８％ ４９１ ２５．６％
共同研究収入 ９９ ８７ ▲１２．１％ １４６ ６７．８％ １０４ ▲２８．８％ １０６ ▲２７．４％ １０３ ▲２．８％
受託事業等収入 １１ ２８４ ２，４８１．８％ ２５５ ▲１０．２％ ２８２ １０．６％ １７９ ▲２９．８％ １１７ ▲３４．６％
小 計 ４５０ ６９０ ５３．３％ ６８９ ▲０．１％ ７２０ ４．５％ ６７６ ▲１．９％ ７１３ ５．５％

寄附金収入 ５１３ ４７２ ▲８．０％ ５１３ ８．７％ ５０１ ▲２．３％ ５７８ １２．７％ ５３４ ▲７．６％

合 計 ９６３ １，１６２ ２０．７％ １，２０２ ３．４％ １，２２１ １．６％ １，２５４ ４．３％ １，２４７ ▲０．６％

産学官連携と外部資金受入れ

34 Saga University financial Report 2010



設置学部 講座等名称 受入開始年度

医 学 部

人工股関節学講座 平成１７年１月～

危機管理医学講座 平成１９年１月～

非常災害医療学講座 平成２２年１月～

教育経費�
34.9％�

研究経費�
30.5％�

教育研究支援経費�
11.2％�

受託研究費等�
15.1％�

科学研究費�
補助金�
8.2％�

教育経費�
38.1％�

研究経費�
30.1％�

教育研究支援経費�
10.9％�

受託研究費等�
12.8％�

科学研究費�
補助金�
8.2％�

＊１ 損益計算書における教育経費等の業務費用（診療経費、一般管理費および診療経費等は除く）
＊２ 科学研究費補助金等は、文部科学省所管の科学研究費補助金、厚生労働省科学研究費補助金など、

各年度の交付額（直接経費）。

【平成２０年度】 【平成２１年度】

寄附講座等

寄附講座等は、教育研究の進展および充実に資することを目的として奨学を目的
とする民間等からの寄付を有効に活用し、また、大学の自主性および主体性のもと
に「講座」等を設置・運営するものです。この寄附講座等の名称は、当該寄附講座
等における教育研究の内容を示す名称を付すものとしていますが、寄付者からの申
し出により、寄付者が明らかになるような字句を付与することができます。
本学では、平成２１年度に、３件の寄附講座が運営されています。

科学研究費補助金は、研究者個人に対して交付されるものですが・・

�科学研究費補助金は、国が研究者等の個人に対して補助金として交付されるもので、平成
２１年度における本学での受入額は、約４億円となっています。
�この科学研究費補助金を仮に本学の教育研究費とみなした場合には、下図のとおり全体の
約１割程度を占めていることとなります。
今後、運営費交付金が削減されていく状況の中（１６ページ参照）、研究費の確保が重要な

課題になります。本学では、この科学研究費補助金等の獲得増加についても組織的に取り組
んでいます。

本学の教育研究費（＊１決算ベース）と科学研究費補助金（＊２受入額）との構成比率（２年度間）（割合％）

産学官連携と外部資金受入れ
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�

�

�

本学の施設整備、大規模な設備は、各マスタープランに基づき、整備を進めることとしています。
また、学外からの財源としては、国からの補助である施設整備費補助金、設備整備費補助金または運営費交付金に
よる基盤的設備等整備などの措置、附属病院の大型設備等については、独立行政法人国立大学財務・経営センターか
らの借入金で資金を賄っています。学内の財源としては、目的積立金や附属病院の自助努力による余裕資金、その他
を活用しながら整備を実施しています。
第１期中期目標期間（平成１６～２１年度）における主な施設整備や設備整備などは、以下のとおりです。

農学部校舎改修（平成１６～１８年度：施設整備費補助金）総事業費：１１億２千万円

理工系校舎改修（平成１８～１９年度：施設整備費補助金）総事業費：９億３千万円

附属小学校舎改修（平成１７～２１年度：施設整備費補助金ほか）総事業費：５億円

附属中学校舎改修（平成１９～２１年度：施設整備費補助金ほか）総事業費：５億８千万円

主な施設や設備の整備状況
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�

教養教育校舎改修（平成１９～２０年度：施設整備費補助金）総事業費：５億５千万円

菊楠シュライバー館（旧外人教師公舎）移築（平成１７～１８年度：目的積立金）総事業費：２千万円

先端研究教育施設寄附受入（平成１８年度：寄付建物）

教養教育大講義室改修（平成２１年度：目的積立金）総事業費：１億２千万円

文教・経済総合研究棟改修（平成２０～２１年度：施設整備費補助金ほか）総事業費：４億６千万円

（施設・設備整備）
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卒後臨床研修センター新設（平成２０～２１年度：目的積立金）総事業費：２億２千万円

太陽光発電設備（平成２１年度：施設整備費補助金）総事業費：２千万円

省電力外灯設備（平成２１年度：自己資金）総事業費：５千万円

臨床検査総合システム・先進画像診断システム（平成２０年度：病院特別医療機械整備）総事業費：８億円

バーチャルスライド・超音波診断装置（平成２１年度：基盤的設備等整備）総事業費：１億円

（施設・設備整備）

臨床検査総合システム 先進画像診断システム

バーチャルスライド教育システム 超音波診断システム
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財務諸表（貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、業

務実施コスト計算書）について、第１期中期目標期間（平成１６年度～平

成２１年度）の６年間の推移をまとめています。

第１期中期目標期間（６年間）の推移
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（単位：百万円）

区 分 Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１

固 定
資 産

土 地
３９，５８７ ３９，５８７ ３９，５８７ ３９，５８７ ３９，５８７ ３９，６４０
５２．３％ ５３．７％ ５３．６％ ５２．１％ ５０．９％ ４９．１％

建 物 等
１６，９０８ １５，１１２ １５，１２５ １４，７９７ １４，７２４ １６，３２９
２２．３％ ２０．５％ ２０．５％ １９．５％ １８．９％ ２０．２％

機 械 備 品
６，１８５ ５，５１８ ４，９３９ ５，７８８ ６，１０４ ８，３６８
８．２％ ７．５％ ６．７％ ７．６％ ７．８％ １０．４％

図 書
４，２８２ ４，３３５ ４，３９０ ４，４３２ ４，４６６ ４，５００
５．７％ ５．９％ ５．９％ ５．８％ ５．８％ ５．６％

そ の 他 固 定 資 産
２７８ １３９ １１５ １３８ ３０６ ３４４
０．４％ ０．２％ ０．２％ ０．２％ ０．４％ ０．４％

計
６７，２４２ ６４，６９３ ６４，１５７ ６４，７４５ ６５，１８８ ６９，１８３
８８．９％ ８７．８％ ８６．９％ ８５．２％ ８３．８％ ８５．７％

流 動
資 産

現預金・有価証券等
５，７０６ ６，５５８ ７，２６５ ８，９２４ ９，９８５ ８，５７７
７．５％ ８．９％ ９．９％ １１．７％ １２．８％ １０．６％

そ の 他 流 動 資 産
２，７５１ ２，４０１ ２，３９４ ２，３７４ ２，６１７ ２，９７２
３．６％ ３．３％ ３．２％ ３．１％ ３．４％ ３．７％

計
８，４５８ ８，９５９ ９，６５９ １１，２９９ １２，６０２ １１，５５０
１１．１％ １２．２％ １３．１％ １４．８％ １６．２％ １４．３％

資 産 合 計 ７５，７０１ ７３，６５２ ７３，８１７ ７６，０４４ ７７，７９１ ８０，７３３
※各区分の表示は、それぞれ百万円未満切捨、下段は、資産合計に対する構成比率。

業務を行うために必要な財産（資産）は、主に国からの出資されたもの（純資産）で約７割を占め、残り３割弱
が国からの交付金、借入金および寄附金（負債）等で構成されています。

一般企業の貸借対照表との違いは
国立大学法人は、国から主要な財産である土地や建物等が出資さ
れて設立されたものであり、その運営に要する経費のかなりの部分

は、毎年運営費交付金として国から措置されています。このように国から負託された固定資産が国立大学法人の経
済的基礎を形成することから「国立大学法人会計基準」により資産および負債は「固定性配列法」によることとされ
ています。
※固定性配列法：表示上の配列を資産・負債の換金性の面から、換金性が低い、固定性の高い項目の順に並べる方法。資
産の部は使用期間の長いものの順で、固定資産、流動資産の順で記載、負債の部は返済期間の長いものの順で、固定負
債、流動負債の順で記載することとされています。

「貸借対照表」の推移 第１期中期目標期間（Ｈ１６～Ｈ２１）
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（単位：百万円）

区 分 Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１

負 債
の 部

資 産 見 返 負 債
５，７７５ ５，９２６ ５，９５４ ５，９３５ ６，２５４ ７，９０９
７．６％ ８．０％ ８．１％ ７．８％ ８．０％ ９．８％

長 期 借 入 金 等
１１，１２４ ６，６７２ ５，８５４ ５，５９１ ５，７６６ ５，０６０
１４．７％ ９．１％ ７．９％ ７．４％ ７．４％ ６．３％

長 期 未 払 金 等
１，０３６ ８０８ ７６５ １，８５０ １，３５６ １，６１７
１．４％ １．１％ １．０％ ２．４％ １．７％ ２．０％

流 動 負 債
８，８０７ ７，３３７ ７，４１７ ８，０９１ ８，３８４ ９，１９７
１１．６％ １０．０％ １０．０％ １０．６％ １０．８％ １１．４％

計
２６，７４４ ２０，７４４ １９，９９２ ２１，４６８ ２１，７６２ ２３，７８４
３５．３％ ２８．２％ ２７．０％ ２８．２％ ２７．９％ ２９．５％

純資産
の 部

資 本 金
４７，３６０ ４７，３６０ ４７，３６０ ４７，３６０ ４７，３６０ ４７，３４５
６２．６％ ６４．３％ ６４．２％ ６２．３％ ６０．９％ ５８．６％

資 本 剰 余 金
△４６９ ３，３５５ ３，１３９ ２，５８６ ２，５０１ ４，６２８
△０．６％ ４．６％ ４．３％ ３．４％ ３．２％ ５．７％

利 益 剰 余 金
２，０６５ ２，１９１ ３，３２４ ４，６２７ ６，１６７ ４，９７５
２．７％ ２．９％ ４．５％ ６．１％ ８．０％ ６．２％

計
４８，９５６ ５２，９０８ ５３，８２４ ５４，５７５ ５６，０２９ ５６，９４９
６４．７％ ７１．８％ ７３．０％ ７１．８％ ７２．１％ ７０．５％

負 債 ・ 純 資 産 合 計 ７５，７０１ ７３，６５２ ７３，８１７ ７６，０４４ ７７，７９１ ８０，７３３
※各区分の表示は、それぞれ百万円未満切捨、下段は負債・純資産の合計に対する構成比率。

ポイント 平成２１年度の実質的な負債額（＊１）は 約１３８億円

�国からの運営費交付金、企業・個人からの寄附金や研究委託金等を除く本学の実質的な負債額は、平成２１年度の
場合、約１３８億円で前年より約１１億円増加しており、内訳は借入金等が約７３億円、未払金等が約６５億円です。
�このうち借入金は、法人化前からの分を含み、独立行政法人国立大学財務・経営センターへ返済するもの、また、
未払金については、期末時点での取引業者への未払金で、これらの支払いは現金・預金約８５億円のうちから行う
こととなります。

(＊１）実質的な負債：資産取得を目的とした金銭での返済を要する借入金および期末時点における未払金

BS推移
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ポイント 国立大学法人の特有な会計処理があります

国立大学法人会計基準の特有な会計処理により、診療経費以外の費用については、その費用は経済的利益を得る
ために支出するものではないので、運営費交付金等の負債を費用と同額の収益へ振替えるという特殊な処理が行わ
れます。そのため、原則として、費用の増減が利益に影響を与えない仕組みとなっています。
また、国立大学法人の収益のうち、運営費交付金、授業料等、受託研究・寄附金の各収益については、その金額

を受領しても直ちに収益としては計上されません。一旦負債計上し、次に事項の内容に応じて収益へ振り替えられ
ます。これを収益化するといいます。（期間進行、費用進行、業務達成の３つの基準により）
このため、受け入れた全てが当該年度に収益化されないことがあるため、各年度の「収入額」と「収益化した額」
とは、必ずしも一致しません。

（単位：百万円）

区 分 Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１
教
育
研
究
経
費

教 育 経 費 １，１８７ １，１９８ １，２８０ １，２３３ １，５３６ １，８７３
研 究 経 費 １，２３９ １，４４３ １，２９０ １，２９３ １，３４５ １，４７７
教育研究支援経費 ４２１ ４２９ ４８３ ４７４ ４９４ ５３３

計 ２，８４９ ３，０７１ ３，０５４ ３，００１ ３，３７６ ３，８８４
診 療 経 費 ７，４３２ ７，５２９ ６，３４５ ６，５３１ ６，８５５ ７，８５３
受 託 研 究 ・ 受 託 事 業 費 ３８１ ６５４ ６５１ ７０１ ６６６ ６２７

人件費

常
勤

役 員 人 件 費 １１９ １１８ １１１ ９７ ９５ ９６
教 員 人 件 費 ７，３５０ ７，４２０ ７，４７１ ７，４１２ ７，２９９ ６，９８０
職 員 人 件 費 ５，３４０ ５，４０９ ５，２９９ ５，２２３ ５，２１９ ５，１１０

非 常 勤 人 件 費 １，５１９ １，６６０ １，７５２ ２，００１ ２，４７６ ２，９４２
退 職 手 当 ８５９ ７４４ ８５８ １，０７６ １，１８５ １，１１３

計 １５，１９０ １５，３５３ １５，４９２ １５，８１０ １６，２７６ １６，２４３
一 般 管 理 費 ７１４ ７１３ ９４７ ８１４ ７５３ ８４４
財 務 費 用 等 ３７３ ２８５ ２５６ ２３９ ２３５ ２１１
経 常 費 用 計 ２６，９４１ ２７，６０７ ２６，７４８ ２７，０９９ ２８，１６４ ２９，６６４

※各区分の表示は、それぞれ百万円未満切捨。

「損益計算書」の推移 第１期中期目標期間（Ｈ１６～Ｈ２１）
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損益計算書からみる本学の課題
本学の収益は、国からの運営費交付金および自己収入からのもの
（授業料等、附属病院収益）がほとんどです。このうち運営費交付

金は、一部競争的な資金の獲得の可能性はあるものの、大部分は毎年対前年度△１％の効率化係数（第１期中期目
標期間）をかけられており、減額されてきました。
前述のとおり「収益額＝収入額」ではありませんが、収入額の減少は「使えるお金の減少→費用の減少＝収益額

の減少」となり、「使えるお金が少なくなる＝教育・研究活動の予算額の縮小」にもつながります。
また、授業料等の学生納付金や附属病院における診療料金は、大学の裁量だけで決定できるものでもありません。

もちろん、管理費等の節減にも努力はしておりますが、これにもおのずと限界があります。
一方で受託研究や寄附金などの収益額は、現在は全収益額の５％にすぎないものの、これらの収入額が増加すれ

ば、収益額の増加につながると考えられます。そこで、本学ではこの資金の獲得を課題として競争的資金対策室を
設置し、戦略的に資金を獲得できるよう組織的な体制を整え、財源確保にむけた対策を講じることとしています。

（単位：百万円）

区 分 Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１

運 営 費 交 付 金 収 益 １０，６６８ １０，２７２ １０，７０９ １０，８９２ １０，９８８ １０，７４５

授
業
料
等
収
益

授 業 料 ３，７１２ ３，７０１ ３，４８０ ３，５０９ ３，５３８ ２，９４７

入 学 料 ５４１ ５３２ ５３２ ５３０ ５３３ ５２４

検 定 料 １２６ １１２ １１２ １２６ １２０ １１１

計 ４，３８０ ４，３４６ ４，１２５ ４，１６６ ４，１９２ ３，５８３

附 属 病 院 収 益 １１，７９２ １１，５２０ １１，２９９ １１，５５０ １２，６８１ １３，５４９

受託研究・寄付金等収益 ３８１ ６５４ ６５１ ７３５ ６６７ ６３４

そ の 他 の 収 益 ７６０ ８１４ ９２７ ８６４ ９９７ １，４１３

資 産 見 返 負 債 戻 入 ７４５ ４９１ ４５６ ４１７ ３８５ ４４５

経 常 収 益 計 ２８，７２９ ２８，１００ ２８，１７１ ２８，６２７ ２９，９１２ ３０，３７１

※各区分の表示は、それぞれ百万円未満切捨。

PL推移
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「キャッシュフロー計算書」は、一事業年度における活動状況を資金ベースで表したものです。
この計算書には、損益計算書には表れない固定資産の取得や借入・借入返済等も含めて、「現金」の受払のすべ

てを表示しています。
本学６年間のキャッシュ・フローは、教育研究診療活動に伴い得た資金（業務活動）が、２３５億円、建物や設備
の取得に７４億円、借入返済に８７億円となっています。

キャッシュ・フロー（CF）の状況

（百万円）

区 分 内 訳 Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１

業務活動に
よるCF

通常の業務活動（投資・財務活動以外） ６，６０６ ３，６３７ ３，２３８ ３，５７０ ２，８５７ ３，５９９
（受）運営費交付金、自己収入、外部資金など ２８，７９３ ２８，５５２ ２７，７７４ ２８，３１２ ２８，５３４ ３０，７０３
（払）人件費、原材料、商品又はサービス購入 △２２，１８６ △２４，９１４ △２４，５３５ △２４，７４１ △２５，６７７ △２７，１０４

投資活動に
よるCF

資産の取得及び売却等の取引 △３０８ △４，４３２ △７１２ △１，６２４ ２，４６９ △２，６５６
固定資産の取得及び売却 △３０９ △１，０４９ △６８１ △５８７ △１，１６９ △３，６０３
（受）施設費収入、資産売却収入 ５３ ７６８ １，０３７ ５９７ ９９１ １，０４１
（払）建物・設備の取得・除却 △３６３ △１，８１８ △１，７１９ △１，１８４ △２，１６０ △４，６４４

投資資産の取得及び売却 ０ △３，３８２ △３０ △１，０３７ ３，６３９ ９４７
（受）定期預金払戻、有価証券償還 ０ １ １６９ １，９６２ ４，５３９ ９４７
（払）定期預金・有価証券取得 ０ △３，３８３ △２００ △３，０００ △９００ ０

財務活動に
よるCF

資金調達および返済の取引 △１，６００ △１，８９７ △１，８５９ △１，３５７ △６６６ △１，４０９
（受）長期借入金 ４４１ ０ ０ ４２９ ８４２ ０
（払）借入金返済、利息支払、ファイナンスリース債務返済 △２，０４１ △１，８９７ △１，８５９ △１，７８７ △１，５０８ △１，４０９

期首残高 前期末の現預金残高 ８２２ ５，５２０ ２，８２８ ３，４９５ ４，０８４ ８，７４５
資金増減 各期の現預金の増減額 ４，６９７ △２，６９１ ６６７ ５８８ ４，６６０ △４６７
期末残高 各期末の現預金残高 ５，５２０ ２，８２８ ３，４９５ ４，０８４ ８，７４５ ８，２７７

「キャッシュ・フロー計算書」の推移 第１期中期目標期間（Ｈ１６～Ｈ２１）
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「国民の皆さまの負担となるコスト」の推移�

「業務実施コスト計算書」は、国立大学法人が業務を行うために、納税者である国民のみなさまから、財産（税
金・土地、建物など）を負託されていることから、最終的に国民のみなさまの負担となるコストを表すものです。
業務実施コスト計算書に記載する項目は、次のとおり、国立大学法人会計基準で示されています。

【業務費用】国の財産を財源とする費用
【損益外減価償却費等】国から出資された土地・建物や法人化以降に施設整備費補助金、目的積立金などを財源と
して取得した建物に係る減価償却費など
【機会費用】法人に財産を付託したことにより喪失した利益
本学における業務実施コストは、附属病院の増収や外部資金の獲得、また経費節減などの経営努力により、６年

間で２３億円も減少しています。

業務実施コスト計算書の状況

（百万円）

区 分 各区分の概略 Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ 備 考

業
務
費
用

損益計算上の費用 経常費用と臨時損失の合計額 ２８，２９６ ２７，９４１ ２６，７６２ ２７，１２１ ２８，２３６ ２９，６９５

（控除）自己収入等
自己収入（授業料、附属病院収益等）
※日常の業務活動で得られた自己収
入分を国民負担とならないものと
して控除します。

△１７，１５５ △１７，０６８ △１６，７５６ △１７，１６７ △１８，２５２ △１８，４７０
主に附属病院収益
増により控除額は
増加傾向

損
益
外
減
価
償
却
等

損益外減価償却等相当額
損益外現存損失相当額

施設費等で取得した建物に係る減価
償却費などは、損益計算書に費用と
して反映されません。
最終的に国民負担となるので、業務
実施費用として認識します。

２，１２８ ２，１９７ １，３５４ １，２８６ １，１３３ １，０３３
資産の老朽化と償
却期間満了により
減少傾向

引当外賞与増加見積額
引当外退職給付見積額

運営費交付金を財源とする教職員の
賞与・退職金に係る引当金は、損益
計算書に費用として反映されません。
最終的に国民負担となるので、業務
実施費用として認識します。

８２２ △３３７ ２１３ △２２６ ３ △４５６
見積額の毎年度増
加額を表示（減少
の場合は△表示）

機
会
費
用

国または地方公共団体
の無償又は減額された
使用料による貸借取引
の機会費用

国や地方公共団体から市場価格より
廉価で賃借している土地などについ
て、市場価格で賃借したら得られた
はずの金額を国民が得られなかった
利益喪失の費用として認識します。

１４ ４６ ３７ ３０ ２０ １６
同種の民間物件の
賃借料を調査する
などして表示

政府出資の機会費用等

出資金、政府から拠出された資本剰
余金等について、その金額を市場で
運用したら得られたはずの金額を国
民が得られなかった利益喪失の費用
として認識します。

７０４ ９５７ ８３２ ６３５ ６６０ ６８５
資本剰余金等に一
定の利率を乗じし
て表示

国立大学法人等業務実施コスト １４，８１０ １３，７３８ １２，４４４ １１，６７９ １１，８０２ １２，５０５

「業務実施コスト計算書」の推移 第１期中期目標期間（Ｈ１６～Ｈ２１）

※各年度の計は、業務実施コスト（国民の負担によるコスト）
相当額で、（ ）書きは対前年度増減額を示しています。
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平成１６年度～平成２１事業年度の推移

※ を付した指標は、比率又は金額が大きいほど良い（効率的、良好、健全）とされ、 を付した指標は、その逆とされています。

財 務 指 標 Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１

�流動比率 ９６．０％ １２２．１％ １３０．２％ １３９．６％ １５０．３％ １２５．６％

流動資産÷流動負債 流動資産 ８，４５８ ８，９５９ ９，６６０ １１，２９９ １２，６０３ １１，５５０

流動負債 ８，８０８ ７，３３８ ７，４１７ ８，０９１ ８，３８５ ９，１９７

�自己資本比率 ６４．７％ ７１．８％ ７２．９％ ７１．８％ ７２．０％ ７０．５％

自己資本÷（負債＋自己資本） 自己資本 ４８，９５７ ５２，９０８ ５３，８２５ ５４，５７６ ５６，０３０ ５６，９５０

負債 ２６，７４４ ２０，７４５ １９，９９３ ２１，４６８ ２１，７６２ ２３，７８４

自己資本＋負債 ７５，７０１ ７３，６５３ ７３，８１８ ７６，０４４ ７７，７９２ ８０，７３４

�人件費比率 ５８．８％ ５７．７％ ６０．７％ ６０．７％ ５９．９％ ５６．８％

人件費÷業務費 人件費 １５，１９０ １５，３５４ １５，４９３ １５，８１１ １６，２７６ １６，２４３

業務費 ２５，８５４ ２６，６０９ ２５，５４４ ２６，０４５ ２７，１７５ ２８，６０８

�一般管理比率 ２．８％ ２．７％ ３．７％ ３．１％ ２．８％ ３．０％

一般管理費÷業務費 一般管理費 ７１５ ７１３ ９４８ ８１５ ７５４ ８４５

業務費 ２５，８５４ ２６，６０９ ２５，５４４ ２６，０４５ ２７，１７５ ２８，６０８

�外部資金比率 ２．７％ ４．０％ ４．１％ ４．２％ ３．６％ ３．２％

（受託研究等収益＋受託事業等収益＋寄附
金収益）÷経常収益

外部資金 ７７０ １，１１６ １，１４３ １，１９８ １，０８７ ９８０

受託研究等収益 ３７１ ３８９ ４００ ４３２ ４９１ ５１４

受託事業等収益 １１ ２６６ ２５１ ３０３ １７６ １２０

寄附金収益 ３８８ ４６１ ４９２ ４６３ ４２０ ３４６

経常収益 ２８，７２９ ２８，１０１ ２８，１７１ ２８，６２７ ２９，９１３ ３０，３７２

�業務費対研究経費比率 ４．８％ ５．４％ ５．１％ ５．０％ ５．０％ ５．２％

研究経費÷業務費 研究経費 １，２３９ １，４４３ １，２９０ １，２９４ １，３４６ １，４７８

業務費 ２５，８５４ ２６，６０９ ２５，５４４ ２６，０４５ ２７，１７５ ２８，６０８

�業務費対教育経費比率 ４．６％ ４．５％ ５．０％ ４．７％ ５．７％ ６．５％

教育経費÷業務費 教育経費 １，１８８ １，１９８ １，２８０ １，２３３ １，５３６ １，８７３

業務費 ２５，８５４ ２６，６０９ ２５，５４４ ２６，０４５ ２７，１７５ ２８，６０８

�学生当教育経費（千円） １６２千円 １６４千円 １７５千円 １６８千円 ２０８千円 ２５６千円

教育経費÷学生数 教育経費 １，１８８ １，１９８ １，２８０ １，２３３ １，５３６ １，８７３

学生数（人） ７，３１６ ７，３０２ ７，３２７ ７，３３８ ７，３８９ ７，３１３

学部学生 ６，４２５ ６，３９７ ６，３９０ ６，３７２ ６，４２５ ６，３１３

修士課程 ７３７ ７０９ ７２９ ７２９ ７０９ ７４９

博士課程 １５４ １９６ ２０８ ２３７ ２５５ ２５１

	教員当研究経費（千円） １，６０７千円 １，８５８千円 １，６４４千円 １，６６９千円 １，７２８千円 １，９４２千円

研究経費÷教員数 研究経費 １，２３９ １，４４３ １，２９０ １，２９４ １，３４６ １，４７８

教員数（人） ７７１ ７７７ ７８５ ７７５ ７７９ ７６１


経常利益比率 ６．２％ １．８％ ５．０％ ５．３％ ５．８％ ２．３％

経常利益÷経常収益 経常利益 １，７８７ ４９３ １，４２２ １，５２８ １，７４８ ７０７

経常収益 ２８，７２９ ２８，１０１ ２８，１７１ ２８，６２７ ２９，９１３ ３０，３７２

�診療経費比率 ６３．０％ ６５．４％ ５６．２％ ５６．５％ ５４．１％ ５８．０％

診療経費÷附属病院収益 診療経費 ７，４３２ ７，５３０ ６，３４５ ６，５３１ ６，８５６ ７，８５４

附属病院収益 １１，７９２ １１，５２０ １１，３００ １１，５５１ １２，６８１ １３，５５０

�附属病院収益対長期借入金返済比率 ９．３％ ８．４％ ７．９％ ７．１％ ５．５％ ４．９％

（長期借入金返済＋財務経営センター納付
金）÷附属病院収益

返済額 １，１００ ９６２ ８９７ ８１７ ６９３ ６６７

長期借入金返済 ０ ０ ０ ４９ ４９ ９６

財務経営センター納付金 １，１００ ９６２ ８９７ ７６８ ６４４ ５７１

附属病院収益 １１，７９２ １１，５２０ １１，３００ １１，５５１ １２，６８１ １３，５５０

財務指標

（単位：百万円）
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財務指標からみた他の国立大学法人との比較（平成２１事業年度）

【大規模総合大学】１３大学
北海道、東北、筑波、千葉、東京、新潟、名古屋、京都、大阪、神戸、岡山、広島、九州

【総合大学（医学部有り）】２５大学
弘前、秋田、山形、群馬、富山、金沢、福井、山梨、信州、岐阜、三重、鳥取、島根、山口、
徳島、香川、愛媛、高知、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島、琉球

注）１ 「他の国立大学法人」とは、医学部を含む複数学部で構成されている大学法人（３８大学）を対象

としています。また、本表は、この３８大学の平均を５０として表示しています。

２ ＊を付している項目は、指標値が小さいものが良いとされていますので、対数表示としています。

３ は、佐賀大学を示しており、 は、他大学の平均値を示しています。

≪参考≫ 医学部を含む複数学部で構成されている大学法人（３８大学）
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本財務レポート作成にあたって、左の「佛

淵学長」のイラストを「本学医学部附属

病院の野中さん」に作成・ご協力いただ

きました。

野中さんありがとうござました。

～資 料 編～

●各種統計

・入学者選抜の状況

・学生の在籍状況

・卒業生の進路状況

・留学生の在籍状況

・国際交流協定の状況

・教職員数の推移

・附属図書館の蔵書数と入館者数の推移

●財務諸表（平成２１事業年度）等

・貸借対照表

・損益計算書

・キャッシュ・フロー計算書

・利益の処分に関する書類（案）

・国立大学法人等業務実施コスト計算書

・国立大学法人の会計

（鍋島キャンパス）講義棟・看護学科棟を眺める

わたしがほとけぶちです
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農学部�
（入学定員：145名）�

理工学部�
（入学定員：490名）�

医学部�
（入学定員：166名）�

経済学部�
（入学定員：275名）�

文化教育学部�
（入学定員：240名）�

学部・志願者の推移� 学部・入学者の推移�

工学系研究科�
（博士後期）�
（入学定員：24名）�

医学系研究科�
（博士）�
（入学定員：30名）�

農学研究科�
（入学定員：40名）�

工学系研究科�
（博士前期）�
（入学定員：184名）�

医学系研究科�
（修士）�
（入学定員：31名）�

経済学研究科�
（入学定員：8名）�

教育学研究科�
（入学定員：39名）�

大学院・志願者の推移� 大学院・入学者の推移�

参考情報 入学者選抜の状況
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農学部�
（収容定員：�
　　650名）�

工学系研究科�
（博士後期）�
（収容定員：90名）�

医学系研究科�
（博士）�
（収容定員：120名）�

農学研究科�
（収容定員：100名）�

工学系研究科�
（博士前期）�
（収容定員：372名）�

医学系研究科�
（修士）�
（収容定員：62名）�

経済学研究科�
（収容定員：16名）�

教育学研究科�
（収容定員：78名）�

理工学部�
（収容定員：�
　　2,000名）�

医学部�
（収容定員：�
　　835名）�

経済学部�
（収容定員：�
　　1,100名）�

文化教育学部�
（収容定員：�
　　1,000名）�

学生の在籍状況の推移（各年度5月1日現在）�

卒業者（修了者）の進路状況の推移�

その他�
（進学・就職�
以外※�
未定者含む）�

進学�

就職・官公庁�

就職・教員�

就職・民間企業�

参考情報 学生の在籍状況・卒業者の進路状況
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国・地域別留学生数�
（各年度5月1日現在）�

国際交流協定校数�
（各年度5月1日現在）�

その他地域�

その他アジア地域�

台湾�

ヴェトナム�

タイ�

スリランカ�

マレーシア�

バングラデシュ�

インドネシア�

大韓民国�

中華人民共和国�

常勤教職員の状況� 図書館開架図書冊数および入館者数�

参考情報 留学生数、職員数、図書館情報
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資産の部

� 固定資産

１ 有形固定資産

土地 ３９，６４０，０４０

建物 ２２，８４３，７９８
減価償却累計額 △７，７５３，８２８ １５，０８９，９７０

構築物 ２，２３４，１３８
減価償却累計額 △９９４，５６５ １，２３９，５７３

機械装置 ２，７６７，７２０
減価償却累計額 △２，０９７，０５４ ６７０，６６６

工具器具備品 １３，１８１，１７９
減価償却累計額 △５，４８３，１０６ ７，６９８，０７３

図書 ４，５００，３８４

美術品・収蔵品 ２，６００

船舶 ９，７１０
減価償却累計額 △７，３６２ ２，３４７

車両運搬具 ２５，０２３
減価償却累計額 △１８，５５２ ６，４７１

建設仮勘定 １５３，６１５

有形固定資産合計 ６９，００３，７４３

２ 無形固定資産

特許権 １０，７８０

ソフトウェア ８３，８１１

特許権仮勘定 ７６，４９４

意匠権仮勘定 １２８

電話加入権 ３４５

無形固定資産合計 １７１，５６０

３ 投資その他の資産

未収附属病院収入 １６６，９１２

徴収不能引当金 △１５８，６２０ ８，２９１

投資その他の資産合計 ８，２９１

固定資産合計 ６９，１８３，５９５

� 流動資産

現金及び預金 ８，５７７，６４１

未収学生納付金収入 ３５，５３２

未収附属病院収入 ２，６２１，３２３

徴収不能引当金 △２８，９２３ ２，５９２，３９９

その他未収入金 ８２，０７０

たな卸資産 ３，０１６

医薬品及び診療材料 ２５２，４６７

前渡金 ７２７

未収収金 １，４７５

未収消費税等 ４，８４９

流動資産合計 １１，５５０，１７９

資産合計 ８０，７３３，７７４

貸借対照表
（平成２２年３月３１日）

（単位：千円）

財務諸表（貸借対照表）
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負債の部

� 固定負債

資産見返負債
資産見返運営費交付金等 １，９０７，４９０
資産見返補助金等 １，１１５，１７６
資産見返寄附金 ４１０，５６２
資産見返物品受贈額 ４，２７４，１２１
建設仮勘定見返施設費 １５３，６１５
特許権仮勘定見返運営費交付金等 ４７，０８２
特許権仮勘定見返物品受贈額 １，０４２ ７，９０９，０９０

国立大学財務・経営センター債務負担金 ３，７８１，８９６

長期借入金 １，２７８，５４０

長期未払金 １，６１７，６０６

固定負債合計 １４，５８７，１３２

� 流動負債

預り補助金等 ２，５７７
寄附金債務 １，５１７，９６８
前受受託研究費等 ２１０，７７０
前受受託事業費等 ２，２９６
預り科学研究費補助金等 ２８，５３２
預り金 １６７，３９１

一年以内返済予定国立大学財務・経営センター債務負担金 ５１５，８１５
一年以内返済予定長期借入金 １９０，２８８
未払金 ６，４７３，６１８
未払費用 ２９，８３１
その他流動負債 ３，３９３
賞与引当金 ５４，６５１

流動負債合計 ９，１９７，１３４

負債合計 ２３，７８４，２６７

純資産の部

� 資本金

政府出資金 ４７，３４５，１５３

資本金合計 ４７，３４５，１５３

� 資本剰余金

資本剰余金 １２，９１１，３６２

損益外減価償却累計額（△） △８，２８１，３７４

損益外減損損失累計額（△） △１，２６５

資本剰余金合計 ４，６２８，７２２

� 利益剰余金

学生キャンパスライフ向上積立金 ６，８５９
教育・研究充実積立金 １８１，２８２
キャンパス環境充実積立金 １９９，７６６
積立金 ３，０３７，７００
当期未処分利益 １，５５０，０２０
（うち当期総利益） （１，５５０，０２０）

利益剰余金合計 ４，９７５，６３０

純資産合計 ５６，９４９，５０６

負債純資産合計 ８０，７３３，７７４

財務諸表（貸借対照表のつづき）
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経常費用

業務費
教育経費 １，８７３，３５３
研究経費 １，４７７，６１９
診療経費
材料費 ４，９４６，２１２
委託費 ５２１，６１９
設備関係費 １，６１５，２５５
研修費 ３００
経費 ７７０，３９１ ７，８５３，７７９

教育研究支援経費 ５３３，１４４
受託研究費 ５０９，２７２
受託事業費 １１７，７６０
役員人件費 １５６，３５１
教員人件費
常勤教員給与 ７，５４６，４３７
非常勤教員給与 １，１５７，４７８ ８，７０３，９１６

職員人件費
常勤職員給与 ５，５９５，８３１
非常勤職員給与 １，７８７，０８１ ７，３８２，９１２ ２８，６０８，１１１

一般管理費 ８４４，７７７
財務費用
支払利息 ２１１，１５３

雑損 ７７８
経常費用合計 ２９，６６４，８２１

経常収益
運営費交付金収益 １０，７４５，７１８
授業料収益 ２，９４７，６６９
入学金収益 ５２４，２９６
検定料収益 １１１，２６０
附属病院収益 １３，５４９，５６４
受託研究等収益
国又は地方公共団体からの受託研究等収益 １１５，０７９
その他の受託研究等収益 ３９９，１７４ ５１４，２５４

受託事業等収益
国又は地方公共団体からの受託事業等収益 １９，９９８
その他の受託事業等収益 ９９，８６８ １１９，８６６

補助金等収益 ５２８，１７９
寄附金収益 ３４５，８６０
施設費収益 ９３，７９３
その他 ２３４，７２７

資産見返負債戻入
資産見返運営費交付金等戻入 ２１０，３７２
資産見返補助金等戻入 ８２，０３５
資産見返寄附金戻入 ９６，５５０
資産見返物品受贈額戻入 ５６，７９８ ４４５，７５６

承継剰余金債務戻入 ７４，０００

財務収益
受取利息 ５，６６８
有価証券利息 １５４ ５，８２２

雑益
財産貸付料収入 ７７，９１７
その他雑益 ５３，１６４ １３１，０８２

経常収益合計 ３０，３７１，８５０

経常利益 ７０７，０２８

臨時損失
固定資産除却損 ２４，９１５
承継剰余金費用 ４，９４３
その他臨時損失 １，１０７ ３０，９６５

臨時利益

承継剰余金債務戻入 ４，９４３

その他臨時利益 ４４３，９１６ ４４８，８６０

当期純利益 １，１２４，９２３

目的積立金取崩額 ４２５，０９７

当期総利益 １，５５０，０２０

損益計算書
（平成２１年４月１日～平成２２年３月３１日）

（単位：千円）

財務諸表（損益計算書）
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� 業務活動によるキャッシュ・フロー

原材料、商品又はサービス購入による支出 △９，９２５，３２３

人件費支出 △１６，５３３，４８３

その他の業務支出 △６４５，８５７

運営費交付金収入 １０，３３８，８０９

授業料収入 ３，５５２，２０１

入学金収入 ５２３，５９１

検定料収入 １１１，２６０

附属病院収入 １３，１５６，８５６

受託研究等収入 ５９４，１３２

受託事業等収入 １１８，８９９

補助金等収入 １，４８４，４５１

寄附金収入 ４５１，４６６

財産貸付料収入 ７７，９１７

間接経費収入 １９８，１３７

その他の収入 ９０，０３１

預り科学研究費補助金等増減（△）額 ５，２９３

業務活動によるキャッシュ・フロー ３，５９８，３８６

� 投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の償還による収入 ２２０，０００

有形固定資産の取得による支出 △４，５６９，４７６

有形固定資産の売却による収入 ３８，９１３

無形固定資産の取得による支出 △５６，９１６

定期預金の払戻による収入 ７２０，０００

施設費による収入 １，００２，２３８

国立大学財務・経営センターへの納付による支出 △１８，４５６

小 計 △２，６６３，６９７

利息及び配当金の受取額 ７，０４８

投資活動によるキャッシュ・フロー △２，６５６，６４９

� 財務活動によるキャッシュ・フロー

国立大学財務・経営センター債務負担金の返済による支出 △５７０，７２４

リース債務の返済による支出 △５２８，８２５

長期借入金の返済による支出 △９６，７２２

小 計 △１，１９６，２７１

利息の支払額 △２１３，２３０

財務活動によるキャッシュ・フロー △１，４０９，５０１

� 資金に係る換算差額 －

� 資金増加額（又は減少額） △４６７，７６４

� 資金期首残高 ８，７４５，４０６

� 資金期末残高 ８，２７７，６４１

キャッシュ・フロー計算書
（平成２１年４月１日～平成２２年３月３１日）

（単位：千円）

財務諸表（キャッシュ・フロー計算書）
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利益の処分に関する書類（案）

� 当期未処分利益 １，５５０，０２０，８１５

当期総利益 １，５５０，０２０，８１５

� 積立金振替額 ３８７，９０９，２００

学生キャンパスライフ向上積立金 ６，８５９，６４６

教育・研究充実積立金 １８１，２８２，９４４

キャンパス環境充実積立金 １９９，７６６，６１０

� 利益処分額

積立金 １，９３７，９３０，０１５

（単位：円）

財務諸表（利益の処分に関する書類（案））
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� 業務費用

� 損益計算書上の費用

業務費 ２８，６０８，１１１

一般管理費 ８４４，７７７

財務費用 ２１１，１５３

雑損 ７７８

臨時損失 ３０，９６５ ２９，６９５，７８７

� （控除）自己収入等

授業料収益 △２，９４７，６６９

入学金収益 △５２４，２９６

検定料収益 △１１１，２６０

附属病院収益 △１３，５４９，５６４

受託研究等収益 △５１４，２５４

受託事業等収益 △１１９，８６６

寄附金収益 △３４５，８６０

その他業務収益 △３６，５８９

資産見返運営費交付金等戻入（授業料） △８７，３０４

資産見返寄附金戻入 △９６，５５０

財務収益 △５，８２２

雑益 △１３１，０８２ △１８，４７０，１２１

業務費用合計 １１，２２５，６６６

� 損益外減価償却等相当額

損益外減価償却相当額 ９９８，８５４

損益外固定資産除却相当額 ３５，１２２ １，０３３，９７６

� 損益外減損損失相当額 －

� 引当外賞与増加見積額 △１７，６２０

� 引当外退職給付増加見積額 △４３８，４０４

� 機会費用

国又は地方公共団体の無償又は減額された使用料による貸借
取引の機会費用 １６，８６７
政府出資の機会費用 ６８５，１９４ ７０２，０６１

	 （控除）国庫納付額 －


 国立大学法人等業務実施コスト １２，５０５，６８０

国立大学法人等業務実施コスト計算書
（平成２１年４月１日～平成２２年３月３１日）

（単位：千円）

財務諸表（国立大学法人等業務実施コスト計算書）
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発 生 主 義
国立大学法人は、一般企業と同様に発生主義会計を適用しています。
この発生主義会計では、利益が現金の出入と必ずしも一致しません。

●下図のとおり、損益計算書上の利益は、収益（売上）－費用で計算されますが、そのいずれも現金の出入と一
致しないものがあります。

●費用と現金支出の関係でいうと、発生主義では設備投資は買った時ではなく使った時に費用となりますので、
�費用とならない現金支出である設備の購入、�現金の支出のない費用である減価償却費などの影響により、
「利益」≠「現金の残」となります。もちろん、収益（売上）があり、それに見合う費用がなければ、「利益」
＝「現金の残」となりますが…。

※ 図中の数値は差引が分かりやすいように例示しています。

利益剰余金
（積 立 金 等）

国立大学法人の利益剰余金（積立金等）は、
�現金が残っていない利益（会計上の概念的な利益）⇒積立金
�現金が残っていて承認後に使うことのできる利益⇒目的積立金
�当期未処分利益 とに分けられます。

●利益剰余金（積立金等） ＝ 毎年の利益の累計
●�の当期未処分利益は、事業年度ごとに発生した利益で、利益処分を経て、翌年度（期）に積立金又は目的積
立金として整理されます。

国立大学法人の会計（会計上の概念的な利益）

58 Saga University financial Report 2010



“現金”のない利益
‖

積立金

国立大学法人では、現金の残っていない利益（＝積立金）が、特殊な事情により、
多額に発生しています（代表的なパターンを紹介します）。

法人化の際の特殊な処理により発生（国からの出資の仕組みから発生した、当初から現金のない利益）
法人化の承継時に、出資として整理されずに、贈与として整理されたため、概念上の利益として計上された額

に対応する事業用の資産（未収入金、棚卸資産、固定資産等）は、理論上、事業を実施していく限り、一定水準
の額を保持しなければいけませんので、現金としては残りません。

国立大学法人の特有の財務構造などにより発生（現金は期末時点ですでに決められたとおりに支出）
借入金の元金返済額（貸借対照表で表示）のほうが、減価償却費の額（損益計算書で表示）より大きい場合に、
利益が発生します。また、附属病院では利益をあげて借入金を返済（支出）する仕組みとなっているので、現
金としては残りません。

例えば、国からの承継未収入金にかかる債権受贈益（国の時代に発生した診療債権のうち未回収の部分）や棚卸
資産（医薬品や診療材料）に係る物品受贈益を整理すると

国立大学法人の会計（会計上の概念的な利益）
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財務レポート2010

国立大学法人 佐賀大学�
［お問い合せ先］財務部財務課�

〒840-8502 佐賀県佐賀市本庄町1番地�
TEL0952-28-8134（財務課ダイヤルイン）�

大学HPアドレス http://www.saga-u.ac.jp/

地 域 と 共 に 未 来 に 向 け て �
　 発 展 し 続 け る 大 学 を 目 指 し て �
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